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          －特にベンチャー企業成長の阻害要因として－ 
 
■ １－１ 広島県におけるベンチャー企業支援活動での共通課題 











■ １－２ 本研究の着眼点：ベンチャー企業成長の阻害要因としての企業間関係の固定継続性 



























 ① 高安を中心に研究されている，べき乗則の研究理論(企業所得の法則) 
   過去の企業所得の研究：企業所得１億円以上の企業は確率的に３０年に一度しか赤字を出さない
が，企業所得１億円未満の企業の所得は安定しないという統計的研究がある。 
 ② 安田による，ネットワーク分析の研究理論 
   ネットワーク分析手法の提示や，その手法の活用により，業種ごとのネットワーク構造，及びネ
ットワーク優位性という概念で，日本の企業行動に大きく影響していると考えられる人脈，ネット
ワーキングの重要性について，次の点を明らかにしている。 
  (1) ネットワーク優位性の高い産業や企業の所得が高い。 
  (2) 日本では，六大企業集団のネットワーク優位性が高い。 
  (3) ネットワーク構造は，エゴセントリック・ソシオセントリックに分かれ，ネットワーキング
は自立性や多様性が成功条件であるが，バルネラビリティなどのパラドックスも多く，単純で
はない。 
 ③ 小林の新規開業率の規定要因に関する研究 




 ④ 関口の六大企業集団ネットワークに関する研究 















































































① ベンチャービジネスを取り巻く環境要因：六大企業集団による市場優位性とその固定継続性             
 (1) 対象業種の市場優位性 
 (2) 日本における六大企業集団を中心とした企業間関係の固定継続性 
② 分析対象の選定：対象企業と選択理由                         
③ 分析の方法：会社四季報データ，東京商工リサーチデータの利用           
 (1) 大企業との資本関係と仕入先，販売先の関係性評価： 
資本関係から見た取引関係の分類と六大企業集団との関係性評価 
 (2) 大企業との取引関係と売上高・企業所得の関係性評価： 




















































 ① 事例：サービス業，飲食業，製造業の３事例                                  
 ② 分析と課題抽出：大企業との取引関係構築における企業間関係固定継続性の特質 
          －上記３事例からの共通項としての特質抽出－ 
  (1) 組織体制（監査体制、営業体制）など大企業と取引を開始するための課題 
  (2) 契約関係の課題（大企業と対等な契約関係を締結するハードル） 
  (3) ネットワーキング戦略による大企業との取引関係構築に向けた課題 
 ③ 事例分析に基づく考察 －第４章における分析結果との関連において－ 
  (1) ベンチャー企業の内部要因からみた大企業との関係性構築の必要性 
・ ベンチャー企業の成長において，販売における大企業との取引関係構築は，一定の規模（売上
高１０億円，企業所得１億円）以上の事業拡大を行う場合に必要な条件であると考えられる。 
















終 章 結論と今後の課題 
 













































 ① 自治体（広島県，各市町）が実施するもの 
 ② 民間企業（中国電力，地方銀行等）が実施するもの 






























































































































































































図表 1-4 「ＳＯＨＯ国泰寺倶楽部」におけるインキュベーション・マネージャー活動 
 



























































































































（設立又は予定年月） 氏名/連絡先 氏名/連絡先 入居年月日
山本科学興業㈱ 桜井　直樹 生物圏科学研究科 研究開発室1
(広大教授）
（設立：平成18年5月26日） 082-424-6516 平成18年4月1日
予定名：社会研㈱ 豊島　由浩 神野 礼斉 WEBによる情報配信サービスの企画・運営 社会科学研究科 研究開発室2
（博士課程前期）
(設立：平成19年予定) 082-421-3744 082-542-7080 平成18年10月10日
アースバンド合同会社 中根　周歩 佐久川　弘 生物圏科学研究科 研究開発室3
(広大教授） （広大教授）
（設立：平成18年9月1日） 082-424-6510 082-424-6504 平成19年4月3日
㈱CEM研究所 吉田　総仁 工学研究科 研究開発室4
（広大教授）
(設立：平成19年2月1日) 082-424-7541 平成17年8月1日
㈱バイオエネックス 黒田　章夫 ATP増幅技術を利用した微生物検査の試薬開発・販売 先端物質科学研究科 研究開発室5
（設立：平成17年8月16日） (広大教授）
㈲シリコンバイオ 082-424-7758 アスベスト検査試薬開発・販売 平成17年8月1日
（設立：平成18年2月8日）
㈱広島バイオメディカル 松田　治男 生物圏科学研究科 研究開発室7
（広大教授） （広大ラボ）
(設立：平成19年4月19日） 082-421-3784 082-424-7968 平成19年4月2日



































  以下，上記の手引書及びハンドブックの記載内容について紹介する。 
１５ 



























































































  ① 首都圏販路拡大強化推進事業 
   筆者は前述の広島県商工労働部のベンチャー販路開拓支援である「首都圏販路拡大強化推進事
業」に平成１７（２００５）年度，東京での窓口としてベンチャー企業の販路開拓支援業務に携わ
った。 







   以下，リストアップされた企業の一覧は図表１－９のとおりである。 
 
図表 1-9 首都圏販路拡大強化推進事業（広島県商工労働部：２００５年度）企業一覧 
出所：広島県商工労働部資料 なお，企業名については，正式名称ではなく変更を加えている。  
 








   こうした一覧で見る限り，実に様々な製品群がラインアップされており，地元中小企業のいろん
な商品開発の実情を垣間見ることができる。いずれの企業も，こうした製品に対する販路を求め，
関東圏での販路開拓及び販売ネットワーク化を希望している。 










  ② ベンチャー企業の販路開拓支援事例 
 
  (1) 合名会社Ｆ商店（広島市中区） 食品製造業（葉わさびの漬物） 
   
【企業概要】 
    合名会社Ｆ商店は，創業１８９０年，会社設立が１９３６年という漬物製造業の老舗である。
地場企業を中心とした堅実な商売を重ねた１００年企業であるが，一方で現社長は，もう一歩踏
み出した事業展開を考えている。 
    いわゆる一族経営の非上場企業であり，売上高もここ５年間は３億５千万程度と，販売環境 
は思わしくなく業績は伸び悩んでいるが，老舗として地域での信用・地盤は強固である。 
    最近では，セブン・イレブンジャパンとの提携で，中国地方の８００店舗に漬物総菜セットを
納入しており，新旧加工技術を融合させ安心で，おいしく体に良い食品製造を行っている。 
  【販路開拓の希望】 
    もともと，広島菜という全国的にも名の知れた漬物の製造を行っているが，その製法をベース
に製法特許を取得し，葉わさびの漬物に応用する形で新商品開発を行った。 




    今回開発した葉わさびの漬物は，その製法を取り入れることで，わさびの辛み成分を溶出させ，
辛みの刺激が通常のものより強いことを売りにした新商品である。 




  【販路開拓の支援】 
    合名会社Ｆ商店は，歴史が古く，ベンチャー企業というより経営の安定した地場企業であるが，
一定規模以上の事業展開がローカルのままでは困難であることから，今回の事業提案は，首都圏
での販路開拓という目的に添う内容として対応した。 
    単純な販路開拓であれば，セブン・イレブンの販売ネットワークを拡大していくことが最も有
効であると考えられるが，商品カテゴリーとしてコンビニエンス・ストアで販売する商品ではな
いため，同様のチェーン展開する小売業とのタイアップは難しい。 








  【販路開拓の課題】 
    広島県では，新宿南口のサザンテラス内に，「広島ゆめてらす」というアンテナショップを設
置して広島県の物産や観光のＰＲを行っているが，結局アンテナショップという機能が十分発揮
できていないジレンマを抱えている。 












  (2) 株式会社Ｍ社（福山市） 製造業及び医療機器販売業（空気清浄機） 
 
【企業概要】 
    Ｍ社は，１９８４年に広島県福山市で設立された，医薬品販売及び医療用機器販売を行うベン
チャー企業ある。事業部門は現在，以下の３事業を柱に事業展開している。 
1) 医薬品事業部 医薬品卸売業、医療器具の販売  
    2) エムエス事業部 弱酸性水のプラント企画販売・衛生用空気清浄機の販売  
    3) 薬局事業部 調剤薬局経営 
２１ 






    Ｍ社の首都圏での販路開拓希望は，初めての自社開発で，国際特許も取得した活性炭方式によ
る極めて強力な脱臭能力，及び殺菌能力を有する空気清浄機の販路開拓であり，ちょうど東京支
社を設置したタイミングと合わせて販路開拓の支援を依頼するものであった。 
    特に，本機器の特徴である，高い脱臭能力から，臭い（ガス）等で問題を抱える作業所・工場・
病院・福祉施設・食品加工場がターゲットであり，殺菌能力からは，院内感染対策として病院を
メインターゲットに考えていた。 
























出所：Ｍ社ホームページ http://medicine-net.jp/html/kuuki/q_kinou.html より引用 




























  【販路開拓の課題】 
    Ｍ社の事例では，筆者自身も一緒に営業を行い，提案に当たっては，行政の信用付与機能を最
大限に活用し，ビジネスにつなげていくことを念頭に様々な支援策を講じたが，残念ながら，結
果的に新たな契約にまで至らなかった。 
    特に，コクヨオフィスシステムとのアライアンス提案は，当空気清浄機は性能面での一定の評
価は受けることができたものの，コストが高すぎたため，残念ながら新しい喫煙ルームのパッケ
ージ商品のラインナップとして採択されなかった。 








  (3) Ｋ建築事務所（広島市中区） 建設業（石炭灰透水コンクリート） 
   
【企業概要】 













    Ｋ建築事務所の販路開拓希望は，いわゆる公共事業，及び高速道路などの公共事業系の採択を
受けることである。 













    Ｋ建築事務所のＰＱ吸音板の性能面及び価格面での比較優位性は，科学的なデータの裏付けも
あり，説得力を持つ内容であると判断し，国土交通省へのアプローチを前提に，まずは実績を積
み上げていくことを提案した。 


























出所：Ｋ建築事務所ホームページ http://www.bell.ne.jp/utena/yukokatsuyo1.html より引用 
２５ 
 【販路開拓の課題】 



















   本事例は，日本の商慣習の問題や，行政内部の問題として，ベンチャー企業の育成を支援する体
制が整っていないことを確認する事例となった。 
 






















 ① 自治体が実施する事例：ベンチャービレッジひろしま 
 ② 民間企業が実施する事例：ＳＯＨＯ国泰寺倶楽部 











※１ デスバレー［Death Valley］ 
  基礎研究の成果が製品や事業に反映されない期間の呼称。研究開発における資金難や人材・組織等の問題によって発生する。 
もともとは米国連邦議会 下院科学委員会副委員長だったバーノン・エーラーズ（Vernon J. Ehlers）の言葉で、米国の科学技術政策
において、連邦政府が行う基礎研究への支援と、民間のリスクマネーが行う商品化開発への投資の間にギャップがあり、それが拡大して
いることを表現するものだった。特に日本では、資金面以外の問題のほうが深刻であるという見解があり，「日本型デスバレー」と呼ばれて













































図表 1-13 開業年次別事業所の開業後の経過年数別退出率(製造業) 



















































図表 1-15 企業倒産状況のうち、要因別倒産件数構成比 
(3)　要因別倒産件数構成比 (単位：％)
1994 1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004
52.1 47.4 46.9 47.5 50.5 54.2 55.2 55.2 57.9 62.9 65.8
19.0 17.4 17.3 15.6 13.8 13.0 11.2 9.5 8.0 7.3 7.6
7.7 7.5 7.9 9.8 9.9 7.9 7.7 8.3 8.8 8.2 7.3
7.5 8.1 10.6 11.1 12.0 11.4 12.9 14.7 14.6 12.5 10.0
































































出所：「平成１１年版 中小企業白書」 中小企業庁より引用 
 





図表 1-17 創業者に必要な資質 
 




















   ・ 特定の人脈と結びつかないと取引が困難かつ排他的な取引関係 
   ・ マーケットへの新規参入が異常に困難 
(2) 系列の結束力 
   ・ 六大企業集団，連結企業，排他的なグループ内取引 
(3) 人事，経理などが一体となった複雑なワークフロー 
   ・ 文書主義，ルールの押しつけ，はんこ文化，過度の書類整備 
(4) 決算（月次，会計年度，盆暮れ支払い），独自の信用取引（手形取引） 
   ・ 公共事業の護送船団方式に由来（特に建設系，金融系） 
   ・ 年間の労働バランスが悪い（決算期の異常な忙しさ） 
・ 年間の資金バランスが悪い（お金の必要な時期が集中→黒字倒産事例） 
   ・ 銀行主導かつ担保主義の資金対応（場合によっては粉飾決算） 
(5) 規制及び許認可型の法規制（大企業優遇） 
   ・ 一定の要件を満たさない場合の規制は，中小ベンチャー企業には不利な条件 
(6) 物流（特にトラック輸送）の強い特殊な流通機構 




   ・ 過剰のリスクマネジメント（裏返せば品質の高さという要素にもつながる） 






















＊ 日本のビジネス難易度：総合順位  １２位 
①ビジネスの開始 44 位 ②ライセンス取得 32 位 ③従業員の雇用 17 位  
④不動産取得 48 位 ⑤銀行融資 13 位 ⑥投資家保護 12 位 
⑦税金の高さ 105 位 ⑧他国との貿易 18 位 ⑨契約締結 21 位 ⑩ビジネスの終結 1 位 
 
  以下，それぞれの項目別のランキングと，評価項目については図表１－１９のとおりである。 
 
３５ 





































































































































































































図表 1-22 六大企業集団系譜図集 
 






図表 1-23 六大企業集団社長会メンバー企業（全 169 社、2005 年度） 





図表 1-24 六大企業集団の一兆円売上企業 





































































































 (1) ネットワーク優位性の高い産業や企業の所得が高い。 




























































   高安の研究で，週間ダイヤモンド誌の実施する毎年の企業の所得ランキング調査データを活用
し，１９７０年から２０００年までの３０年分のデータから日本の企業の所得データを解析した
報告がある。（「経済物理学（エコノフィジックス）の発見」光文社新書 2004 年 P174～P191） 
 























出所：「経済物理学の発見」 光文社新書 2004 年 高安秀樹 著 P176 より引用 
 





   また，同様に，「企業所得１億円を境目にし，それよりも所得が大きい企業の標準偏差はあまり
変動がないことに対し，それよりも所得の小さい企業の標準偏差は，所得に反比例するような形
でゆらぎが大きくなる」という分析結果を示している。 


























出所：「経済物理学の発見」 光文社新書 2004 年 高安秀樹 著 P188 より引用 
 






































   安田によれば，ネットワーク分析の目的は，次の２つとされている。（「ネットワーク分析－何
が行為を決定するか」新曜社 1997 年 P17～P19） 
   (1) 特定の行為者を取り囲むネットワークの構造を把握すること。 
   (2) 行為者の行動や思考にそのネットワークが影響を及ぼす，メカニズムを明らかにすること。 







   さらに，安田によれば，「行為を決定するのは，行為者を取り囲む関係構造である。」というこ
とが，ネットワーク分析の基本的な考え方であり，「行為者の行為を決定する重要な要因は，その
行為者を取り囲むネットワークである」という仮説に基づき，様々な実証研究がなされている。 





② ネットワーク構造とは  
－ソシオセントリック・ネットワークとエゴセントリック・ネットワーク－ 
 
   ネットワークを理解する第一歩は，その構造を理解することにある。 
   安田によれば，ネットワーク構造を把握するためのアプローチは，大きく次の２つ概念に分け
られる。（「ネットワーク分析－何が行為を決定するか」新曜社 1997 年 P13～P15） 
 
















   安田は，「企業研究を行う場合，一つの企業について，資本金や従業員数，決算書類や社長の経
営理念など，いわばその企業の属性を一つ一つ調べていく方法もあるが，企業がどのような企業
と取引を行っているのか，その取引相手を調べる方が，その企業についてより重要な情報を与え





  ③ ネットワーキングとは 
 






   そして，今井※２によれば，ネットワーク組織が成功するための条件は２つあり，ネットワーク
構成者の「自律性」と「多様性」とされている。 






ある。」（「ネットワーク分析－何が行為を決定するか」新曜社 1997 年 P38～P39）」と述べている。 














であるといえる。」（「ネットワーク分析－何が行為を決定するか」新曜社 1997 年P39～P42）」 
   筆者も，ベンチャー企業の成長という動的な要素を観察する上で，ネットワーキング論の有効
性を評価し，戦略性を持ったネットワーキングが重要であると考えている。 
※１ 「ネットワーク組織論」 岩波書店 1988 年 著者／今井 賢一／金子 郁容 を参照 

























図表 2-3 ネットワーク優位性 












































































図表 2-5 六大企業集団の社長会構成 
 
 三井 三菱 住友 芙蓉 三和 第一勧銀 
社長会名 二木会 金曜会 白水会 芙蓉会 三水会 三金会 
成立年度 １９６１年 １９５４年頃 １９５１年 １９６６年 １９６７年 １９７８年 
参加企業数 ２７社 ２８社 ２０社 ２９社 ４４社 ４８社 
  『企業系列総覧‘96』(1996)東洋経済新報社より安田が作成 























































いるが，未だに十分な成果を挙げているとは言い難い。最近の日本の開業率は，Reynolds et al. 
(2002)が示すとおり，先進国中でも最低水準にあり，その要因を分析し，明確化することは緊急の
課題であると考えられる。 ～中略～ 地域による開業率の差は非常に大きく，1996-99 年の３年
間における日本全国の事業所開業率が 11.4%であるのに対して，開業率が 0%である（新規開業のな














  仮説１：開業率は、高い需要の伸びが期待される地域ほど高い 
  仮説２：開業率は、平均賃金が高い地域ほど低い 




















   
仮説２：開業率は、平均賃金が高い地域ほど低い 






  であり，市町村経済圏のみで支持される仮説は， 
 
















































  図表２－７によれば，業種ごとのトレンドは，以下のような特徴を示す。 
① 第二次産業分野（製造業・建設業）の開業率は一貫して相対的に低い。 
  ② 不動産業以外の第三次産業分野は，開業率がわずかながら上昇。 




















       
出所：「地域における開業率規定要因と環境整備の方向性－企業の新規開業の条件と広島の環境－」 










図表 2-8 産業分類別事業所数（96-99 年） 
平成11年 平成８年 増加率 左の
１９９９年 １９９６年 実  数 割  合 実  数 割  合 96-99年 順位
(％) (％) （％）
 6,203,249  6,521,837  742,121 12.0  1,060,709 16.3 -4.3 -
 13,478  13,545  1,391 10.3  1,603 11.8 -1.5 1
 1,836  2,010  145 7.9  281 14.0 -6.1 11
 3,106  3,358  196 6.3  394 11.7 -5.4 9
 4,160  4,515  233 5.6  513 11.4 -5.8 10
 612,150  647,356  52,660 8.6  86,017 13.3 -4.7 6
 689,194  771,791  40,218 5.8  112,235 14.5 -8.7 12
 3,609  3,801  311 8.6  489 12.9 -4.3 5
 166,251  168,227  26,469 15.9  29,909 17.8 -1.9 3
 2,666,732  2,828,597  383,166 14.4  549,365 19.4 -5.0 8
 101,731  107,831  13,507 13.3  19,507 18.1 -4.8 7
 285,341  291,255  30,234 10.6  38,512 13.2 -2.6 4
 1,655,661  1,679,551  193,591 11.7  221,884 13.2 -1.5 1
   産    業    大    分    類
廃 業 事 業 所新 設 事 業 所
事      業      所      数 
不 動 産 業
サ ー ビ ス 業
林 業
運 輸 ・ 通 信 業
卸 売 ・ 小 売 業 ， 飲 食 店
漁 業
全 産 業

























図表 2-9 産業分類別事業所数（01-04 年） 
平 成 16 年 平 成 13 年 増加率 左の
２００４年 ２００１年 実数 割合 実数 割合 01-04年 順位
（％） （％） （％）
5,728,492 6,138,180  692,733 11.3  1,047,764 17.1 -5.8 -
14,137 14,683  1,368 9.3  1,713 11.7 -2.3 3
1,675 1,798  159 8.8  282 15.7 -6.8 8
2,706 2,978  177 5.9  386 13.0 -7.0 10
3,287 3,764  170 4.5  544 14.5 -9.9 16
564,352 606,943  47,504 7.8  88,695 14.6 -6.8 8
576,412 643,192  38,003 5.9  97,687 15.2 -9.3 15
3,073 3,470  213 6.1  519 15.0 -8.8 14
54,462 59,913  15,751 26.3  20,064 33.5 -7.2 11
130,056 137,643  15,517 11.3  23,392 17.0 -5.7 6
1,626,443 1,804,429  188,467 10.4  327,208 18.1 -7.7 12
85,573 96,462  14,353 14.9  24,727 25.6 -10.8 17
316,471 326,790  29,164 8.9  38,867 11.9 -3.0 4
802,707 867,431  139,554 16.1  197,134 22.7 -6.6 7
275,499 260,178  44,377 17.1  28,470 10.9 6.1 1
164,333 168,233  26,915 16.0  30,179 17.9 -1.9 2
30,587 34,157  2,538 7.4  5,393 15.8 -8.4 13





電 気 ・ ガ ス ・ 熱 供 給 ・ 水 道 業









不 動 産 業
飲 食 店 ， 宿 泊 業
卸 売 ・ 小 売 業
金 融 ・ 保 険 業
複 合 サ ー ビ ス 事 業
サービス業（他に分類されないも
医 療 ， 福 祉


























１．金融・保険業    ６グループ  ２２社 
２．商業（商社）    ６グループ  １４社 
３．林業        １グループ   １社 
４．鉱業        ２グループ   ２社 
５．建設業       ６グループ  １０社 
６．食料品       ４グループ   ７社 
７．繊維        ２グループ   ３社 
８．紙・パルプ     ４グループ   ５社 
９．化学        ６グループ  ２８社 
10．石油・石炭製品   ３グループ   ３社 
11．ゴム製品      ２グループ   ２社 
12．窯業・土石製品   ５グループ   ６社 
13．鉄鋼        ６グループ  １１社 
14．非鉄金属      ５グループ  １２社 
15．一般機械器具    ５グループ   ７社 
16．輸送用機械器具   ５グループ  １２社 
17．精密機械器具    ４グループ   ４社 
18．不動産業      ４グループ   ４社 
19．陸運業       ３グループ   ５社 
20．水運業       ４グループ   ４社 
21．倉庫・運輸関連業  ４グループ   ４社 




























出所：「平成 17 年簡易延長産業連関表から見たわが国経済構造の概要」平成 18 年 12 月 20 日  
経済産業省政策局調査統計部 P98 より引用 
 





図表 2-10 逆行列係数表（５０部門・時価評価表）の影響度係数及び感応度係数 
 
影響力係数 感応度係数
1 乗 用 車 1.474426 0.517140
2 鉄 鋼 1.345039 2.526640
3 そ の 他 の 自 動 車 1.330860 1.473091
4 合 成 樹 脂 1.272584 0.748942
5 化 学 基 礎 製 品 1.198166 1.808897
6 そ の 他 の 輸 送 機 械 1.181868 0.681863
7 再生資源回収・加工処理 1.180866 0.720908
8 そ の 他 1.176287 0.854180
9 化 学 最 終 製 品 1.150257 0.926270
10 事務用・サービス用機器 1.150036 0.640093
11 そ の 他 の 電 気 機 器 1.143457 0.731277
12 繊 維 工 業 製 品 1.107302 0.819144
13 パルプ・紙・紙加工品 1.106402 1.255773
14 医 薬 品 1.093193 0.636317
15 金 属 製 品 1.092130 1.052503
16 重 電 機 器 1.091550 0.586696
17 一 般 機 械 1.086597 0.824729
18 通 信 機 械 1.079258 0.528676
19 プ ラ ス チ ッ ク 製 品 1.075492 1.181305
20 その他の電子・通信機械 1.059657 1.081581
21 その他の製造工業製品 1.040648 0.734274
22 民生用電子・電気機器 1.031724 0.569619
23 製 材 ・ 木製 品 ・ 家具 1.025155 0.763430
24 電子計算機・同付属装置 1.022718 0.548892
25 食料品・たばこ・飲料 1.021686 0.772858
業種（全50業種） 影響力係数 感応度係数
26 非 鉄 金 属 1.007933 1.140080
27 衣服 ・その他の繊維製品 0.998745 0.539956
28 建 築 及 び 補 修 0.972812 0.914143
29 窯 業 ・ 土 石 製 品 0.963772 0.828901
30 出 版 ・ 印 刷 0.958513 1.043615
31 精 密 機 械 0.956257 0.575769
32 鉱 業 0.952309 0.630928
33 そ の 他 の 土 木 建 設 0.949410 0.517140
34 公 共 事 業 0.944821 0.517140
35 農 林 水 産 業 0.901960 0.834739
36 その他の対事業所サービス 0.899218 3.051644
37 石炭・原油・天然ガス 0.870652 0.527083
38 通 信 ・ 放 送 0.855454 1.075915
39 対 個 人 サ ー ビ ス 0.855215 0.633759
40 調査 ・ 情報サービス 0.847788 0.887735
41 運 輸 0.834457 1.588316
42 電 力 0.826877 1.287718
43 公 務 0.815263 0.614480
44 水 道 ・ 廃 棄 物 処 理 0.803761 0.748312
45 ガ ス ・ 熱 供 給 0.795420 0.580308
46 その他の公共サービス 0.778563 1.665616
47 商 業 0.762029 2.296719
48 金 融 ・ 保険 ・ 不 動産 0.748719 2.281592
49 住宅賃貸料（帰属家賃） 0.582554 0.517140

















出所：「平成 17 年簡易延長産業連関表」経済産業省政策局調査統計部 より筆者作成 




     ある産業に対する需要が全産業に与える影響の度合いを示す係数で，大きいほど他産業に対
する影響力が大きい。 
       影響力係数＝（逆行列係数の列和）／（逆行列係数の列和の平均値）  
   【感応度係数】  
     全産業に対する新たな需要による特定の産業の感応度を示す係数で，大きいほど他産業によ
る感応度が大きい。  
       感応度係数＝（逆行列係数の行和）／（逆行列係数の行和の平均値） 
 
   なお，影響力係数及び感応度係数をマトリックスで整理し，各産業の優位性を評価した場合，
図表２－１１のような整理となり，５０業種の産業優位性は図表２－１２のとおりである。 
 









































































乗 用 車 1.474426 0.517140
合 成 樹 脂 1.272584 0.748942
そ の 他 の 輸 送 機 械 1.181868 0.681863
再 生 資 源回 収 ・ 加 工 処理 1.180866 0.720908
そ の 他 1.176287 0.854180
化 学 最 終 製 品 1.150257 0.926270
事務用・サービス用機器 1.150036 0.640093
そ の 他 の 電 気 機 器 1.143457 0.731277
繊 維 工 業 製 品 1.107302 0.819144
医 薬 品 1.093193 0.636317
重 電 機 器 1.091550 0.586696
一 般 機 械 1.086597 0.824729
通 信 機 械 1.079258 0.528676
その他の製造工業製品 1.040648 0.734274
民生用電子・電気機器 1.031724 0.569619
製 材 ・ 木 製 品 ・ 家 具 1.025155 0.763430
電 子 計 算機 ・ 同 付属 装置 1.022718 0.548892
食料品 ・ たばこ ・ 飲料 1.021686 0.772858
第一象限 影響力係数 感応度係数
鉄 鋼 1.345039 2.526640
そ の 他 の 自 動 車 1.330860 1.473091
化 学 基 礎 製 品 1.198166 1.808897
パルプ・紙・紙加工品 1.106402 1.255773
金 属 製 品 1.092130 1.052503
プ ラ ス チ ッ ク 製 品 1.075492 1.181305
その他の電子・通信機械 1.059657 1.081581
















衣服 ・ そ の 他 の 繊維 製品 0.998745 0.539956
建 築 及 び 補 修 0.972812 0.914143
窯 業 ・ 土 石 製 品 0.963772 0.828901
精 密 機 械 0.956257 0.575769
鉱 業 0.952309 0.630928
そ の 他 の 土 木 建 設 0.949410 0.517140
公 共 事 業 0.944821 0.517140
農 林 水 産 業 0.901960 0.834739
石炭 ・原油 ・天然ガス 0.870652 0.527083
対 個 人 サ ー ビ ス 0.855215 0.633759
調 査 ・ 情 報 サ ー ビ ス 0.847788 0.887735
公 務 0.815263 0.614480
水 道 ・ 廃 棄 物 処 理 0.803761 0.748312




商 業 0.762029 2.296719
金融 ・保険 ・不動産 0.748719 2.281592
石油製品・石炭製品 0.580146 1.716156
その他の公共サービス 0.778563 1.665616
運 輸 0.834457 1.588316
電 力 0.826877 1.287718
通 信 ・ 放 送 0.855454 1.075915











出所：「平成 17 年簡易延長産業連関表」 経済産業省政策局調査統計部より筆者作成 
６５ 
   いずれの業種も，六大企業集団グループ企業の関係を持つと考えられるが，ここでは特に，そ
の影響が大きいと考えられる業種についてピックアップし，当該業種の産業優位性の評価を行っ
た。 
   特に優位性の高い産業は，第二象限に属する業種であり，自動車など輸送用機械，化学製品関
連の業種の優位性が高く，いずれも六大企業集団の影響を大きく受けている業種である。 


































































   青山学院大学大学院国際マネジメント研究科の前田昇教授は，１９９９～２００３年まで高知
工科大学大学院起業家コース教授として，ベンチャー企業の研究や，起業家コースの基本理念で
あるアントレプレナー・エンジニアリング（造語）の確立に尽力された。 






































































































  中村は，「起業家の成功要因と教育可能性」（2006 年 3 月）において，起業家の成功要因トップテ
ンとして次の１０項目を掲げている。 
 
  起業家の成功要因トップテン 
  
 １．決断力        
２．チャレンジ精神   
３．目標設定への執念  
４．高い志       
５．忍耐力       
６．人の縁      
７．機会の発見能力 
８．指導力       



















































































































  また，宮澤は，新事業開発の失敗要因も合わせて整理しており，参考に引用する。 
 
  新事業開発の失敗要因（抜粋） 
 
１． 需要見込みや市場の読み違えによる失敗。 









































































































































① ネットワーク構造とは  
(1) ソシオセントリック・ネットワーク（socio-centric network） 
ネットワークの全体像を押さえてから，個々の内部の行為者の特性を見ていく方法。 






























































      同様に，相対的な増加率のランキングは，①医療・福祉，②教育・学習支援業，③農業，
④不動産業，⑤その他サービス業，⑥運輸業，⑦飲食店・宿泊業，⑧建設業，⑧林業，⑩
漁業，となっている。 
      特筆すべきは，医療・福祉関係であり，唯一増加しており，新しい業種として台頭して
いる。また，教育・学習支援業も新しい業種であり，これまでビジネスが進展しなかった
分野においても，新しいビジネスとしての展開が期待できる業種となっている。 



































































































































































   「会社四季報 未上場会社版 2007 年下期版」のうち，取引先情報のある４，３０１社 
  








































   本調査を行うための抽出条件は，以下の理論及び調査を参考に決定した。 
 
   (1)「経済物理学（エコノフィジックス）の発見」 高安秀樹著 光文社新書 2004 年 
    ・企業所得は１億円を境に，小さい企業は企業所得に反比例するゆらぎが出る。 
     → ベンチャー企業の成功において，企業所得１億円が一つの評価基準 





   (2)「2002 年度版 中小企業白書」 中小企業庁 
    ・開業年次別事業所の開業後の経過年数別退出率（製造業）。 
     → 開業後，１０年で２５％の企業しか生存できない。ベンチャー企業の場合，最も倒産
のリスクが高い時期は創業直後から２，３年後であり，５年以上存続した企業はその
後順調に事業拡大を行い，１０年前後で既存企業の８割程度の事業規模に辿り着く。 
    ・さらに，ＩＰＯ（株式上場）まで至る企業は３％ 
 
    したがって，開業後１０年を経過した企業は生存する（確率が高い）。 
 




    したがって，組織として機能するための従業員数は，１０名以上とする。 
８３ 
図表 3-2 本研究における対象企業の抽出条件 
 
カテゴリー 企業数 抽 出 条 件 
① 創業年月 1978 年１月～1997 年 12 月の 20 年間 
       （創業後 10～30 年の企業） 
② 単独申告所得 １億円以上 カテゴリーＡ ３５０ 
③ 単独従業員数 10 人以上 
① 創業年月 1978 年１月～1997 年 12 月の 20 年間 
       （創業後 10～30 年の企業） 
② 単独申告所得 １億円未満 カテゴリーＢ １１９ 
③ 単独従業員数 ５人以上 
① 創業年月 1998 年１月～2007 年 12 月の 10 年間 
       （設立後 10 年未満の企業） 
② 単独申告所得 １億円以上 カテゴリーＣ ４６ 
③ 単独従業員数 ５人以上 
① 創業年月 1998 年１月～2007 年 12 月の 10 年間 
       （設立後 10 年未満の企業） 
② 単独申告所得 １億円未満 カテゴリーＤ １４ 
③ 単独従業員数 設定しない 














  カテゴリーＡ：創業後１０年以上かつ企業所得１億円以上，経営が安定した成功企業 
  カテゴリーＢ：創業後１０年以上かつ企業所得１億円未満，経営が不安定な企業 
  カテゴリーＣ：創業後１０年未満かつ企業所得１億円以上，経営が安定したベンチャー企業 
  カテゴリーＤ：創業後１０年未満かつ企業所得１億円未満，経営が不安定なベンチャー企業 
 












図表 3-3 抽出したカテゴリーごとの業種構成（その１） 
 
カテゴリーＡ 企業数 割合 カテゴリーＢ 企業数 割合
システム・ソフト開発 40 11.4% システム・ソフト開発 48 40.3%
小売業 27 7.7% 電気機器 11 9.2%
他サービス 26 7.4% 情報サービス 10 8.4%
不動産 20 5.7% 精密機械 8 6.7%
建設業 17 4.9% 機械 6 5.0%
レジャー 13 3.7% アウトソーシング 4 3.4%
情報サービス 13 3.7% その他卸売 4 3.4%
放送 12 3.4% 他サービス 4 3.4%
リース 10 2.9% 他製造業 4 3.4%
電気機器 10 2.9% 建設業 2 1.7%
その他 162 46.3% 小売業 2 1.7%
合計 350 100.0% 他情報 2 1.7%















 カテゴリーＣ 企業数 割合 カテゴリーＤ 企業数 割合
他サービス 5 10.9% システム・ソフト開発 3 21.4%
システム・ソフト開発 4 8.7% 他サービス 3 21.4%
ホテル 3 6.5% 外食業 1 7.1%
銀行 3 6.5% 出版 1 7.1%
不動産 3 6.5% 小売業 1 7.1%
化学 2 4.3% 情報サービス 1 7.1%
機械 2 4.3% 精密・機械卸売 1 7.1%
自動車 2 4.3% 電気機器 1 7.1%
小売業 2 4.3% 不動産 1 7.1%
他金融 2 4.3% 放送 1 7.1%
電機卸売 2 4.3% 合計 14 100.0%























































































































第三次産業 285 87 32 13
第二次産業 64 32 14 1
第一次産業 1 0 0 0













































































































































































































































































































独自 低い 容易 
高い 高い 困難 
低い 低い ケースバイケース 










    ・ネットワークの全体像を押さえ，個々の内部の行為者の特性を見ていく方法。 






















   （取引相手企業のネットワーク構造によるアプローチ戦略の構築） 
 
図表 3-10 取引先企業のネットワーク構造評価とアプローチ戦略 
 
六大企業集団との関わり 






○ －  ○ － グループの一員 
× ○  ○ ○ 間接的アプローチ 















    ・ 資本関係を含めた取引先企業との関係において、取引のタイプは、 




     の４つのタイプに分類できる。 
９３ 





○ ○ 完全子会社 なし 
○ × 親会社の販売部門 
少ない 
（マーケティング） 
× ○ 親会社の調達部門 
少ない 
（仕入れ） 






























    ・特定の人脈と結びつかないと取引が発生しない排他的な取引関係（口座開設の困難性） 
    ・マーケットへの新規参入が業種によって非常に困難 
(2) 系列の結束力 
    ・六大企業集団，連結企業，排他的なグループ内取引 
(3) 人事，経理などが一体となった複雑なワークフロー 
    ・文書主義，ルールの押しつけ，はんこ文化，過度の書類整備 
(4) 決算（月次，会計年度，盆暮れの支払い），独自の信用取引（手形取引） 
    ・公共事業の護送船団方式に由来する業種（特に建設系・金融系） 




    ・一定の要件を満たさない場合の規制は，中小ベンチャー企業には不利な条件 
    ・許認可やお墨付きを得るために，膨大なエネルギーが必要（ケースによっては政治家） 
 ・既得権が強く，新規参入が容易でない（入札資格，談合，随意契約など特に建設業） 
(6) 物流（特にトラック輸送）の強い特殊な流通機構 





    ・過剰のリスクマネジメント（裏返せば品質の高さという要素にもつながる） 











   (2) 契約関係の課題（大企業と対等な契約関係を締結するハードル） 































(1)  ＩＴ産業 
(2)  製造業 
(3)  小売・卸売業 





















   なお，市場規模の目安は，１０億円未満（ニッチ），１００億円（成長市場），１，０００億円
（安定市場），１兆円超（巨大市場）とする。 
 
図表 4-1 分析対象業種の市場規模 
３．国内生産額、輸出入額、国内総供給額（基本分類・時価評価表） （単位：百万円）
行コード 行名称 国内生産額 輸出額計 輸入額計  国内総供給額
8512-011 ソフトウェア業 9,529,238 25,707 64,909 9,568,440
3211-011 電気音響機器 690,647 196,282 371,034 865,399
3211-021 ラジオ・テレビ受信機 2,367,880 196,954 311,456 2,482,382
3211-031 ビデオ機器 1,553,567 1,256,873 321,058 617,752
3212-011 民生用エアコンディショナ 949,951 113,982 102,200 938,169
3212-021 民生用電気機器（除エアコン） 2,115,971 119,462 377,386 2,373,895
電機機器合計 7,678,016 1,883,553 1,483,134 7,277,597
6112-011 小売 34,811,778 108,801 0 34,702,977
4111-011 住宅建築（木造） 10,071,477 0 0 10,071,477
4111-021 住宅建築（非木造） 9,660,846 0 0 9,660,846
4112-011 非住宅建築（木造） 708,502 0 0 708,502
4112-021 非住宅建築（非木造） 11,553,380 0 0 11,553,380
4121-011 建設補修 7,644,920 0 0 7,644,920
4131-011 道路関係公共事業 7,224,093 0 0 7,224,093
4131-021 河川・下水道・その他の公共事業 6,785,446 0 0 6,785,446
4131-031 農林関係公共事業 1,544,969 0 0 1,544,969
4132-011 鉄道軌道建設 1,236,869 0 0 1,236,869
4132-021 電力施設建設 1,339,914 0 0 1,339,914
4132-031 電気通信施設建設 1,307,683 0 0 1,307,683
4132-099 その他の土木建設 4,565,762 0 0 4,565,762
建設業合計 63,643,861 0 0 63,643,861
平成１７年（２００５年）簡易延長産業連関表（平成１２年基準）






(1) ソフトウェア業 ９兆５，６８４億円 
(2) 電機機器    ７兆２，７７５億円 
(3) 小売業    ３４兆７，０２９億円 








    
(1) システム・ソフト開発 １７，６１６社 
  情報サービス業 17,616 社 
(2) 電機機器 ４３，４４４社 
電子部品・デバイス製造業 4,294 社／電気機械器具製造業 8,745 社／情報通信機械器具製
造業 2,068 社／精密機械器具製造業 3,675 社／一般機械器具製造業 24,662 社 
(3) 小売業 ９５，０７８社 
  各種商品小売業 3,238 社／飲食料品小売業 20,311 社／織物・衣服・身の回り品小売業 
20,963 社／その他の小売業 50,566 社 
(4) 建設業 ２５４，４５７社 
     総合工事業 109,835 社／専門サービス業 38,305 社／職別工事業 106,317 社 
 






   次に，第２章の先行研究で引用した，ネットワーク優位性による対象業種の評価を行う。 
   影響力係数と，感応度係数のマトリックスにより，当該産業間のネットワーク優位性が判断で
きるため，対象業種のそれぞれのネットワーク優位性を示す。 
 
本調査で抽出する業種は，以下の 4 業種であり，それぞれ対応する業種は次のとおりである。 
   
 （1）ＩＴ産業 代表業種：システム・ソフト開発 ⇒ 調査・情報サービス（第三象限） 
  （2）製造業 代表業種：電気機器 ⇒ 民生用電子・電気機器（第二象限） 
  （3）小売・卸売業 代表業種：小売業 ⇒ 商業（第四象限） 








































出所：「平成 17 年簡易延長産業連関表」 経済産業省政策局調査統計部より筆者作成 
 































   それぞれの象限のネットワーク優位性は，図表４－３（再掲）のとおりであり，対象業種の産
業間ネットワーク優位性は，次のとおり評価できる。 
 
   産業間優位性の高い業種 電機機器 
   産業間優位性の低い業種 小売業 
   独自性の高い業種    システム・ソフト開発，建設業 
 






  【ベンチャー企業の参入容易度】 
    



















 「会社四季報」業界地図 2007 年最新版」 東洋経済新報社 2006 年 
 「六大企業集団系譜図集」関口秀子著 雄松堂出版 2006 年 
 
  （1）ＩＴ産業 代表業種：システム・ソフト開発 
 
    会社四季報ジャンル：情報サービス 
    年間売上高：１４兆５，２７１億円 
    事業所数：７，１１０箇所（２００４年度，経済産業省特定サービス産業実態調査） 
   
 第１位： ＮＴＴデータ 独立系   売上高 9,073 億円 従業員数 21,308 人 
 第２位： 大塚商会   独立系   売上高 4,094 億円 従業員数 7,749 人 
 第３位： 日本ユニシス メーカー系 売上高 3,175 億円 従業員数 8,508 人 
  第４位： 野村総合研究所 ユーザー系 売上高 2,856 億円 従業員数 5,013 人 
  第５位： ＣＳＫ    独立系   売上高 2,412 億円 従業員数 9,878 人 
 第６位： 伊藤忠テクノサイエンス 商社系 売上高 2,390 億円 従業員数 3,399 人 
第７位： ＴＩＳ    独立系   売上高 2,099 億円 従業員数 8,489 人 
 第８位： 富士ソフト  独立系   売上高 1,795 億円 従業員数 9,416 人 
 第９位： 日立情報システムズ メーカー系 売上高 1,761 億円 従業員数 6,893 人 
 第１０位：富士通ビジネスシステム メーカー系 売上高 1,625 億円 従業員数 3,345 人 
 
 ＊上位１０社の売上高合計 ３兆１，２８０億円 （全体に占める割合：２１．５％） 
 ＊上位１０社のうち，六大企業集団社長会メンバー企業と関連のある企業 ３社 
１０２ 
  伊藤忠テクノサイエンス→伊藤忠商事 
  日立情報システムズ→日立製作所 












  （2）製造業 代表業種：電気機器 
 
    会社四季報ジャンル：電子部品 
    年間売上高：電子デバイス合計 ６兆３，０８４億円 
          電子部品合計   ２兆９，４８０億円 
          主要品目合計   ９兆２，５６４億円 
（２００５年度，経済産業省生産動態統計） 
   
  第１位： 京セラ       売上高１兆 1,841 億円 
  第２位： ＴＤＫ       売上高  7,951 億円 
  第３位： アルプス電気    売上高  7,096 億円 
  第４位： 日本電産      売上高  5,368 億円 
 第５位： 村田製作所     売上高  4,907 億円 
  第６位： ローム       売上高  3,877 億円 
 第７位： ミツミ電機     売上高  2,367 億円 
 第８位： 太陽誘電      売上高  1,865 億円 
 第９位： 日本電産サンキョー 売上高    1,219 億円 
 第１０位：日本ケミコン    売上高  1,209 億円 
  （各社とも数字は 06 年３月期売上高実績） 
 
 ＊上位１０社の売上高合計 ４兆７，７００億円 （全体に占める割合：５１．５％） 
 ＊上位１０社のうち，六大企業集団社長会メンバー企業と関連のある企業 １社 












  （3）小売・卸売業 代表業種：小売業 
 
    会社四季報ジャンル：百貨店・総合スーパー・ホームセンター＆ディスカウントストア 
              コンビニエンスストア・家電量販店・通販・ドラッグストア 
    年間売上高：百貨店 ７兆 8,509 億円（2005 年度 全国百貨店協会） 
          総合スーパー 14 兆 1,482 億円（2005 年度 日本チェーンストア協会） 
          ホームセンター ３兆 9,880 億円（2005 年度 日本ＤＩＹ協会） 
          コンビニエンスストア ７兆 2,179 億円（2005 年度 日本ﾌﾗﾝﾁｬｲｽﾞﾁｪｰﾝ協会） 
          家電量販店 ４兆 3,797 億円（2004 年度 公正取引委員会調べ） 
          通販 ３兆 3,600 億円（2005 年度 日本通信販売協会） 

















  （4）建設・不動産業 代表業種：建設業 
 
    会社四季報ジャンル：建設 
    年間売上高：国内建設投資 ５１兆６，７００億円（2006 年度見通し，建設経済研究所） 
１０４ 
   【大手５社】 
 第１位： 鹿島建設      売上高１兆 7,752 億円 
  第２位： 大成建設      売上高１兆 7,439 億円 
 第３位： 清水建設      売上高１兆 4,993 億円 
 第４位： 大林組       売上高１兆 4,764 億円 
  第５位： 竹中工務店     売上高１兆 2,679 億円 
【準大手】 
第６位： 長谷工コーポレーション  売上高  6,223 億円 
  第７位： 三井住友建設       売上高  5,453 億円 
  第８位 ：戸田建設         売上高  4,870 億円 
  第９位： 前田建設工業       売上高    4,719 億円 
  第１０位：西松建設         売上高  4,490 億円 
  その他準大手 熊谷組、フジタ、鴻池組、東急建設、ハザマ、飛島建設 

















   上記の整理から，産業内企業間ネットワーク優位性評価によるベンチャー企業の参入容易度は
次のとおりである。 
   
【ベンチャー企業の参入容易度】 
   










図表 4-4 対象業種のネットワーク優位性からみた新規参入の容易度 
 
業 種 産業間優位性 産業内企業間優位性 新規参入の容易度 
①システム・ソフト開発 独自 低い 容易 
②電気機器 高い 高い 困難 
③小売業 低い 低い ケースバイケース 
























(1)  ＩＴ産業…システム・ソフト開発 
(2)  製造業…電機機器 
(3)  小売・卸売業…小売業 




  カテゴリーＡ：創業後１０年以上かつ企業所得１億円以上，経営が安定した成功企業 
  カテゴリーＢ：創業後１０年未満かつ企業所得１億円以上，経営が安定したベンチャー企業 
  カテゴリーＣ：創業後１０年以上かつ企業所得１億円未満，経営が不安定な企業 
  カテゴリーＤ：創業後１０年未満かつ企業所得１億円未満，経営が不安定なベンチャー企業 
 ※ 創業後１０年以上の企業：87 年１月～98 年 12 月の，設立後 10 年以上 20 年未満企業 








(1)  取引先企業（仕入先・販売先・資本関係） 
１０７ 
(2)  売上高 






























※例 大分類：Ｈ 情報通信業 
 中分類：39 情報サービス業 
 小分類：391 ソフトウェア業  




              大分類（8 種類） 中分類（32 種類） 小分類（61 種類） 細分類（約 450 種類） 
の４階層で整理している。 




   以上のことから，本調査における対象企業の選定基準は図表４－６のとおりである。 
 
図表 4-6 本調査における対象企業の選定基準（６５社） 
 
カテゴリー 企業数 抽 出 条 件 
設 立 年 月 1988 年１月～1997 年 12 月の 10 年間 
       （設立後 10～20 年の企業） 
単独申告所得 １億円以上 
単独従業員数 １０人以上 カテゴリーＡ ３１ 
業    種 システム･ソフト開発 10 社（14） 
電気機器       3 社 
小売業        10 社（14） 
建設業        8 社 
設 立 年 月 1998 年１月～2007 年 12 月の 10 年間 
       （設立後 10 年未満の企業） 
単独申告所得 １億円以上 
単独従業員数 ５人以上 カテゴリーＢ ９ 
業    種 システム･ソフト開発  4 社 
電気機器       2 社 
小売業         2 社 
建設業        1 社 
設 立 年 月 1988 年１月～1997 年 12 月の 10 年間 
       （設立後 10～20 年の企業） 
単独申告所得 １億円未満 
単独従業員数 ５人以上 カテゴリーＣ ２０ 
業    種 システム･ソフト開発  10 社（36） 
電気機器       6 社 
小売業         2 社 
建設業        2 社 
設 立 年 月 1998 年１月～2007 年 12 月の 10 年間 
       （設立後 10 年未満の企業） 
単独申告所得 １億円未満 
単独従業員数 設定しない カテゴリーＤ ５ 
業    種 システム･ソフト開発  3 社 
電気機器       1 社 
小売業         1 社 
建設業        0 社 
 
*「会社四季報 未上場会社版 2007 年下期版」のうち，取引先情報のある４，３０１社から抽出 
* 業種ごとの企業数のうち，（ ）内は，抽出条件で実際にヒットした企業数 
 
 







図表 4-7 本調査における対象企業（６５社） 
(1) ＩＴ産業（システム・ソフト開発企業）２７社 
社　名 住所 業種名 単独従業員 設立年月 単独売上高 単独純利益 企業所得 カテゴリー
京セラコミュニケーションシステム（株） 京都市 システム・ソフト開発 1,415 199509 68,240 3,027 5,581 Ａ
エムオーテックス（株） 大阪府 システム・ソフト開発 91 199007 3,565 1,375 2,066 Ａ
（株）エクサ 川崎市 システム・ソフト開発 1,602 198710 36,341 729 1,446 Ａ
（株）ジェイス 東京都 システム・ソフト開発 1,335 199010 19,626 888 1,440 Ａ
日鉄日立システムエンジニアリング（株） 東京都 システム・ソフト開発 357 198804 10,373 402 868 Ａ
コムシス（株） 横浜市 システム・ソフト開発 560 199003 7,061 527 837 Ａ
ハイテクシステム（株） 東京都 システム・ソフト開発 950 198909 6,269 116 622 Ａ
（株）アイオス 東京都 システム・ソフト開発 202 198906 4,045 184 308 Ａ
（株）ユニテックス 東京都 システム・ソフト開発 37 199010 1,500 145 245 Ａ
（株）アクティス 東京都 システム・ソフト開発 296 198910 4,128 39 241 Ａ
（株）トヨタコミュニケーションシステム 名古屋 システム・ソフト開発 808 200104 47,901 2,282 3,935 Ｂ
ニッセイ情報テクノロジー（株） 東京都 システム・ソフト開発 1,300 199907 36,835 159 1,528 Ｂ
（株）中電シーティーアイ 名古屋 システム・ソフト開発 925 200310 28,951 634 1,276 Ｂ
エイディシーテクノロジー（株） 名古屋 システム・ソフト開発 8 199904 567 199 322 Ｂ
バンテック（株） 京都市 システム・ソフト開発 55 199304 389 1 4 Ｃ
（株）インフォグラム 福岡市 システム・ソフト開発 45 199103 385 1 3 Ｃ
大成ネット（株） 東京都 システム・ソフト開発 57 199604 625 0 3 Ｃ
（株）テクノプラン 東京都 システム・ソフト開発 50 198806 848 7 3 Ｃ
東京システム開発（株） 東京都 システム・ソフト開発 70 198703 479 2 3 Ｃ
日本電算開発（株） 静岡県 システム・ソフト開発 29 199010 322 12 3 Ｃ
（株）メイズ 東京都 システム・ソフト開発 33 199510 435 1 3 Ｃ
（株）プロファイア 名古屋 システム・ソフト開発 20 199604 198 4 1 Ｃ
（株）アルファメディア 川崎市 システム・ソフト開発 56 199203 460 0 1 Ｃ
ネットセンチュリー（株） 横浜市 システム・ソフト開発 32 199606 369 0 0 Ｃ
富士アイティ（株） 東京都 システム・ソフト開発 326 200010 5,415 1 49 Ｄ
（株）タイムインターメディア 東京都 システム・ソフト開発 70 199804 1,284 2 18 Ｄ
（株）コンテンツブレイン 東京都 システム・ソフト開発 15 199802 240 7 10 Ｄ
(2) 製造業（電気機器）１２社 
社　名 住所 業種名 単独従業員 設立年月 単独売上高 単独純利益 企業所得 カテゴリー
（株）アイテス 滋賀県 電気機器 126 199301 5,961 370 456 Ａ
リコーマイクロエレクトロニクス（株） 鳥取市 電気機器 530 198804 40,640 307 376 Ａ
（株）キャンドックスシステムズ 埼玉県 電気機器 41 199504 689 90 123 Ａ
（株）日立産機システム 東京都 電気機器 2,427 200204 131,389 2,092 5,320 Ｂ
（株）ニューフレアテクノロジー 静岡県 電気機器 325 200208 17,083 904 1,625 Ｂ
（株）日本コンピューティングシステム 東京都 電気機器 21 199303 1,191 55 98 Ｃ
（株）テクナート 滋賀県 電気機器 33 198905 3,192 80 80 Ｃ
（株）テクノスジャパン 兵庫県 電気機器 25 199303 403 36 50 Ｃ
ナルテック（株） 静岡市 電気機器 28 199502 906 27 46 Ｃ
東洋システム（株） 福島県 電気機器 46 198911 1,431 23 40 Ｃ
（株）オプトロン 神奈川 電気機器 9 199512 159 22 39 Ｃ
サンフジ電子（株） 埼玉県 電気機器 28 199907 761 32 59 Ｄ
(3) 小売・卸売業（小売）１５社(4) 建設・不動産業（建設業）１１社 
社　名 住所 業種名 単独従業員 設立年月 単独売上高 単独純利益 企業所得 カテゴリー
（株）ジェイアール東海高島屋 名古屋 小売業 893 199212 90,671 2,369 4,182 Ａ
（株）フィットハウス 岐阜県 小売業 577 199112 27,995 1,577 2,825 Ａ
（株）ピュア 名古屋 小売業 1,300 198702 34,347 1,572 2,705 Ａ
東日本キヨスク（株） 東京都 小売業 1,905 198706 227,111 2,283 2,484 Ａ
（株）ニシムタ 鹿児島 小売業 1,032 199205 36,486 1,202 2,274 Ａ
（株）遠鉄百貨店 静岡県 小売業 508 198704 38,069 1,205 Ａ
（株）関西メディコ 奈良県 小売業 280 198906 6,492 567 982 Ａ
新日本製薬（株） 福岡市 小売業 85 199203 4,655 541 902 Ａ
（株）トクジロー 千葉県 小売業 30 198708 3,731 191 352 Ａ
（株）カワシマ・ゴールド 静岡県 小売業 73 199102 4,795 191 321 Ａ
（株）ラルズ 札幌市 小売業 950 200211 97,760 2,367 3,712 Ｂ
東武商事（株） 東京都 小売業 346 200201 17,021 435 675 Ｂ
（株）タケモトフーズ 大阪市 小売業 40 198812 3,102 18 26 Ｃ
（株）レインボー 神奈川 小売業 30 199103 1,743 18 18 Ｃ
（株）オストジャパングループ 札幌市 小売業 10 200205 248 29 58 Ｄ
(4) 建設・不動産業（建設業）１１社 
社　名 住所 業種名 単独従業員 設立年月 単独売上高 単独純利益 企業所得 カテゴリー
城南建設（株） 神奈川 建設業 560 199310 71,279 2,778 5,564 Ａ
アイシン開発（株） 愛知県 建設業 270 199312 40,927 1,730 2,428 Ａ
ジェイティエンジニアリング（株） 東京都 建設業 128 198710 17,498 772 1,174 Ａ
キリンエンジニアリング（株） 横浜市 建設業 540 198803 42,910 649 918 Ａ
（株）オンテックス 大阪市 建設業 757 198805 10,787 361 595 Ａ
住友林業ホームテック（株） 東京都 建設業 534 198810 23,712 114 201 Ａ
（株）希望社 岐阜市 建設業 130 198809 3,771 88 156 Ａ
ジオテック（株） 東京都 建設業 95 198909 2,689 70 115 Ａ
（株）ブロードネットマックス 東京都 建設業 110 199901 17,232 116 230 Ｂ
オーシャンホームズ（株） 神戸市 建設業 36 199612 1,630 27 17 Ｃ
九州システム産業（株） 福岡県 建設業 25 199201 363 1 1 Ｃ


































○ ○ 完全子会社 なし 
○ × 親会社の販売部門 
少ない 
（マーケティング） 
× ○ 親会社の調達部門 
少ない 
（仕入れ） 








  ※ なお，一覧表は，売上高順の序列である。 
  ※ 分類区分は次のとおり 
カテゴリーＡ：企業所得１億円以上、創業１０年以上 
カテゴリーＢ：企業所得１億円以上、創業１０年未満 





図表 4-9 資本関係から見た取引先企業との関係（システム・ソフト開発） 
単位：百万円 
企業名 単独売上高 単独純利益 企業所得 分類 仕入先との資本関係
販売先との
資本関係
京セラコミュニケーションシステム（株） 68,240 3,027 5,581 Ａ ○ ○
（株）トヨタコミュニケーションシステム 47,901 2,282 3,935 Ｂ × ○
ニッセイ情報テクノロジー（株） 36,835 159 1,528 Ｂ ○ ○
（株）エクサ 36,341 729 1,446 Ａ ○ ○
（株）中電シーティーアイ 28,951 634 1,276 Ｂ ○ ○
（株）ジェイス 19,626 888 1,440 Ａ × ○
日鉄日立システムエンジニアリング（株 10,373 402 868 Ａ ○ ○
コムシス（株） 7,061 527 837 Ａ ○ ○
ハイテクシステム（株） 6,269 116 622 Ａ × ×
富士アイティ（株） 5,415 1 49 Ｄ ○ ○
（株）アクティス 4,128 39 241 Ａ × ×
（株）アイオス 4,045 184 308 Ａ × ×
エムオーテックス（株） 3,565 1,375 2,066 Ａ × ×
（株）ユニテックス 1,500 145 245 Ａ × ×
（株）タイムインターメディア 1,284 2 18 Ｄ × ×
（株）テクノプラン 848 7 3 Ｃ ○ ×
大成ネット（株） 625 0 3 Ｃ × ×
エイディシーテクノロジー（株） 567 199 322 Ｂ × ×
東京システム開発（株） 479 2 3 Ｃ × ×
（株）アルファメディア 460 0 1 Ｃ × ×
（株）メイズ 435 1 3 Ｃ × ×
バンテック（株） 389 1 4 Ｃ × ×
（株）インフォグラム 385 1 3 Ｃ × ×
ネットセンチュリー（株） 369 0 0 Ｃ × ×
日本電算開発（株） 322 12 3 Ｃ × ×
（株）コンテンツブレイン 240 7 10 Ｄ × ×
（株）プロファイア 198 4 1 Ｃ × ×
※完全子会社：７社（２６％） 親企業の販売部門：１社（４％） 親企業の調達部門：２社（７％） 
   資本関係なし：１７社（６３％） 











(1) 完全子会社（グループ企業） ７社 
 





















1-1-2 ニッセイ情報テクノロジー（株） Ｂ：企業所得１億円以上、創業１０年未満 


























1-1-3 （株）エクサ Ａ：企業所得１億円以上、創業１０年以上 
 



















1-1-4 （株）中電シーティーアイ Ｂ：企業所得１億円以上、創業１０年未満 
 



























1-1-5 日鉄日立システムエンジニアリング（株） Ａ：企業所得１億円以上、創業１０年以上 
 






















1-1-6 コムシス（株） Ａ：企業所得１億円以上、創業１０年以上 





















































(2) 親会社の販売分門を担う企業（系列企業） １社 
 










































(3) 親会社の調達部門を担う企業（系列企業） ２社 
 
1-3-1 （株）トヨタコミュニケーションシステム Ｂ：企業所得１億円以上、創業１０年未満 


















1-3-2 ジェイス（株） Ａ：企業所得１億円以上、創業１０年以上 
仕入先企業 さくら情報システム
さくらケーシー

























(4) 資本関係に縛られないフリーな取引関係を構築した企業（独立系企業） １７社 
 
1-4-1 ハイテクシステム（株） Ａ：企業所得１億円以上、創業１０年以上 
仕入先企業 コンピュータマネジメント
日本ＯＡシステ


















































































富士通 JIEC ニイウス 日本ヒューレットパッカード ユーフィット
 
   ネットワーク関連システム等に強みを有するシステム開発会社。ＩＢＭ等大手企業を得意先と
して業績を伸ばしている。 
 






















1-4-5 （株）ユニテックス Ａ：企業所得１億円以上、創業１０年以上 

















































1-4-7 大成ネット（株） Ｃ：企業所得１億円未満、創業１０年以上 
























































































































































1-4-14 ネットセンチュリー（株） Ｃ：企業所得１億円未満、創業１０年以上 



















1-4-15 日本電産開発（株） Ｃ：企業所得１億円未満、創業１０年以上 
仕入先企業 オリオン トータルＯＡシステム
エス・デー・
















































































図表 4-9 資本関係から見た取引先企業との関係（電機機器） 
単位：百万円 
企業名 単独売上高 単独純利益 企業所得 分類 仕入先との資本関係
販売先との
資本関係
（株）日立産機システム 131,389 2,092 5,320 Ｂ × ○
リコーマイクロエレクトロニクス（株） 40,640 307 376 Ａ ○ ○
（株）ニューフレアテクノロジー 17,083 904 1,625 Ｂ ○ ○
（株）アイテス 5,961 370 456 Ａ ○ ○
（株）テクナート 3,192 80 80 Ｃ × ×
東洋システム（株） 1,431 23 40 Ｃ × ×
（株）日本コンピューティングシステム 1,191 55 98 Ｃ × ×
ナルテック（株） 906 27 46 Ｃ ○ ○
サンフジ電子（株） 761 32 59 Ｄ × ×
（株）キャンドックスシステムズ 689 90 123 Ａ × ○
（株）テクノスジャパン 403 36 50 Ｃ × ×
（株）オプトロン 159 22 39 Ｃ × ×
 
※完全子会社：４社（３３％） 親企業の販売部門：なし（０％） 親企業の調達部門：２社（１７％） 
   資本関係なし：６社（５０％） 












(1) 完全子会社（グループ企業） ４社 
 
2-1-1 リコーマイクロエレクトロニクス（株） Ａ：企業所得１億円以上、創業１０年以上 
 






















































2-1-3 （株）アイテス Ａ：企業所得１億円以上、創業１０年以上 








































































(3) 親会社の調達部門を担う企業（系列企業） ２社 
 
































2-3-2 （株）キャンドックシステムズ Ａ：企業所得１億円以上、創業１０年以上 




















   また，日立産機システムは，創業後１０年未満の企業であるが，連結子会社ということもあり，
売上高及び企業所得が桁違いに高い。 





(4) 資本関係に縛られないフリーな取引関係を構築した企業（独立系企業） ６社 
 
2-4-1 （株）テクナート Ｃ：企業所得１億円未満、創業１０年以上 




















2-4-2 東洋システム（株） Ｃ：企業所得１億円未満、創業１０年以上 


















2-4-3 （株）日本コンピューティングシステム Ｃ：企業所得１億円未満、創業１０年以上 
仕入先企業 ソフトバンクBB ダイワボウ情報システム 旭硝子
サンウェイテク










販売先企業 任天堂 ＮＴＴコミュニケーションズ 極東貿易 東京大学
インターネット





2-4-4 サンフジ電子（株） Ｄ：企業所得１億円未満、創業１０年未満 





























2-4-6 （株）オプトロン Ｃ：企業所得１億円未満、創業１０年以上 


















   サンフジ電子を除き，５社は創業後１０年以上の企業であるが，やはり電機機器という業界の
特質上，大手系列企業の傘下に入らないと売上高及び企業所得を拡大することが困難な実態があ
ると考えられる。 






図表 4-10 資本関係から見た取引先企業との関係（小売業） 
単位：百万円 
 
企業名 単独売上高 単独純利益 企業所得 分類 仕入先との資本関係
販売先との
資本関係
東日本キヨスク（株） 227,111 2,283 2,484 Ａ × －
（株）ラルズ 97,760 2,367 3,712 Ｂ × －
（株）ジェイアール東海高島屋 90,671 2,369 4,182 Ａ ○ －
（株）遠鉄百貨店 38,069 1,205 Ａ × －
（株）ニシムタ 36,486 1,202 2,274 Ａ × －
（株）ピュア 34,347 1,572 2,705 Ａ ○ －
（株）フィットハウス 27,995 1,577 2,825 Ａ × －
東武商事（株） 17,021 435 675 Ｂ ○ －
（株）関西メディコ 6,492 567 982 Ａ × －
（株）カワシマ・ゴールド 4,795 191 321 Ａ ○ －
新日本製薬（株） 4,655 541 902 Ａ × －
（株）トクジロー 3,731 191 352 Ａ × －
（株）タケモトフーズ 3,102 18 26 Ｃ × －
（株）レインボー 1,743 18 18 Ｃ × －
（株）オストジャパングループ 248 29 58 Ｄ × ○
 
※親企業の販売部門：４社（２７％） 親企業の調達部門：１社（７％） 資本関係なし：１０社（６７％） 

















図表 4-11 資本関係から見た取引先企業との関係（建設業） 
単位：百万円 
 
企業名 単独売上高 単独純利益 企業所得 分類 仕入先との資本関係
販売先との
資本関係
城南建設（株） 71,279 2,778 5,564 Ａ × ×
キリンエンジニアリング（株） 42,910 649 918 Ａ × ○
アイシン開発（株） 40,927 1,730 2,428 Ａ × ○
住友林業ホームテック（株） 23,712 114 201 Ａ － －
ジェイティエンジニアリング（株） 17,498 772 1,174 Ａ × ○
（株）ブロードネットマックス 17,232 116 230 Ｂ ○ ○
（株）オンテックス 10,787 361 595 Ａ × ×
（株）希望社 3,771 88 156 Ａ － －
ジオテック（株） 2,689 70 115 Ａ × ×
オーシャンホームズ（株） 1,630 27 17 Ｃ × ×














※完全子会社：１社（９％） 親企業の販売部門：なし（０％） 親企業の調達部門：３社（２７％） 
    資本関係なし：７社（６４％） 









(1) 完全子会社（グループ企業） １社 
 
4-1-1 （株）ブロードネットマックス Ｂ：企業所得１億円以上、創業１０年未満 
 



























   前述の電機機器企業と同様に，通常のベンチャー企業の成長という観点からは参考にできない
ケースである。 
 






(3) 親会社の調達部門を担う企業（系列企業） ３社 
 
4-3-1 キリンエンジニアリング（株） Ａ：企業所得１億円以上、創業１０年以上 
仕入先企業 三菱商事テクノス
三菱重工業食















4-3-2 アイシン開発（株） Ａ：企業所得１億円以上、創業１０年以上 








販売先企業 アイシン精機 アイシン高丘 アイシン化工 アイシン・エイ・ダブリュ
アイシン・エー












4-3-3 ジェイティエンジニアリング（株） Ａ：企業所得１億円以上、創業１０年以上 




















   このカテゴリーに属する企業は，３社とも完全な系列企業であり，キリンエンジニアリングは
連結対象子会社である。いずれも名だたる大手企業の系列であるため売上高，企業所得共にベン
チャー企業のレベルではない。 
   唯一，ＪＴエンジニアリングのみ六大企業集団との関係がない独立系であるが，ＪＴグループ
自体が一大系列企業群に匹敵するため実質的には大手企業の系列に属する企業と見ることが適当
である。 
   やはり，このカテゴリーの企業はベンチャー企業の成長という観点で参考にできないため，分
析対象からはずすことが適当である。 
 
(4) 資本関係に縛られないフリーな取引関係を構築した企業（独立系企業） ７社 
 
4-4-1 城南建設（株） Ａ：企業所得１億円以上、創業１０年以上 





















4-4-2 （株）オンテックス Ａ：企業所得１億円以上、創業１０年以上 










4-4-3 ジオテック（株） Ａ：企業所得１億円以上、創業１０年以上 























4-4-4 オーシャンホームズ（株） Ｃ：企業所得１億円未満、創業１０年以上 









   「高耐震重量鉄骨造住宅」の施工・販売を手掛けるベンチャー企業。事業の軌道化から業績は
伸展基調にあるが，財務強化に課題。 
 
4-4-5 九州システム産業（株） Ｃ：企業所得１億円未満、創業１０年以上 














販売先企業 福岡県 福岡県警 筑後市 瀬高町 大和町 大牟田市 柳川市 九電工 きんでん
 
  弱電設備工事の減少と情報通信光ケーブルネットワーク工事の増加で減収増益。 
 
4-4-6 住友林業ホームテック（株） Ａ：企業所得１億円以上、創業１０年以上 
＊ 仕入先企業は，取引企業が多すぎるためピックアップが難しい。また，販売先企業について
も一般顧客となっており，取引関係が図示できない。 
   住友林業（株）子会社で，増改築工事を担当。１８年期は経理処理法の変更によって見かけ上
は減収も実質増収。採算面は一段落。 
  
4-4-7 （株）希望者 Ａ：企業所得１億円以上、創業１０年以上 
  ＊ 住友林業と同様に取引関係が図示できない。 




   企業所得が１億円以上の企業も７社中５社であり，いずれも創業後１０年以上の企業ばかりで
ある。建設業は特定の顧客と関係を持つケースが多いと考えられるため，新規参入が困難な業種
である。 



















本調査では，「六大企業集団系譜図集」関口秀子編 雄松堂出版 ２００６年６月 
において整理されている六大企業集団社長会メンバー企業１６９社の系譜に登場する全企業を
六大企業集団系列企業と判断する。 





























図表 4-12 六大企業集団との取引割合と売上高との関係（システム・ソフト開発） 
単位：百万円 











京セラコミュニケーションシステム（株） 68,240 Ａ 8 4 50% 13 8 62%
（株）トヨタコミュニケーションシステム 47,901 Ｂ 7 3 43% 7 5 71%
ニッセイ情報テクノロジー（株） 36,835 Ｂ 3 1 33% 2 1 50%
（株）エクサ 36,341 Ａ 5 1 20% 4 4 100%
（株）中電シーティーアイ 28,951 Ｂ 5 4 80% 5 3 60%
（株）ジェイス 19,626 Ａ 8 1 13% 6 5 83%
日鉄日立システムエンジニアリング（株 10,373 Ａ 3 1 33% 3 2 67%
コムシス（株） 7,061 Ａ 6 0 0% 2 1 50%
ハイテクシステム（株） 6,269 Ａ 9 0 0% 10 7 70%
富士アイティ（株） 5,415 Ｄ 9 1 11% 4 3 75%
（株）アクティス 4,128 Ａ 3 0 0% 6 2 33%
（株）アイオス 4,045 Ａ 9 0 0% 8 3 38%
エムオーテックス（株） 3,565 Ａ 3 0 0% 7 3 43%
（株）ユニテックス 1,500 Ａ 6 3 50% 8 6 75%
（株）タイムインターメディア 1,284 Ｄ 8 0 0% 10 0 0%
（株）テクノプラン 848 Ｃ 9 0 0% 8 3 38%
大成ネット（株） 625 Ｃ 11 0 0% 8 0 0%
エイディシーテクノロジー（株） 567 Ｂ 1 0 0% 11 5 45%
東京システム開発（株） 479 Ｃ 1 0 0% 10 3 30%
（株）アルファメディア 460 Ｃ 7 1 14% 9 8 89%
（株）メイズ 435 Ｃ 3 0 0% 8 4 50%
バンテック（株） 389 Ｃ 8 0 0% 11 5 45%
（株）インフォグラム 385 Ｃ 2 0 0% 7 1 14%
ネットセンチュリー（株） 369 Ｃ 4 0 0% 7 2 29%
日本電算開発（株） 322 Ｃ 6 0 0% 6 1 17%
（株）コンテンツブレイン 240 Ｄ 5 0 0% 7 0 0%
（株）プロファイア 198 Ｃ 4 0 0% 17 0 0%



















図表 4-13 六大企業集団との取引割合と企業所得との関係（システム・ソフト開発） 
単位：百万円 











京セラコミュニケーションシステム（株） 5,581 Ａ 8 4 50% 13 8 62%
（株）トヨタコミュニケーションシステム 3,935 Ｂ 7 3 43% 7 5 71%
エムオーテックス（株） 2,066 Ａ 3 0 0% 7 3 43%
ニッセイ情報テクノロジー（株） 1,528 Ｂ 3 1 33% 2 1 50%
（株）エクサ 1,446 Ａ 5 1 20% 4 4 100%
（株）ジェイス 1,440 Ａ 8 1 13% 6 5 83%
（株）中電シーティーアイ 1,276 Ｂ 5 4 80% 5 3 60%
日鉄日立システムエンジニアリング（株 868 Ａ 3 1 33% 3 2 67%
コムシス（株） 837 Ａ 6 0 0% 2 1 50%
ハイテクシステム（株） 622 Ａ 9 0 0% 10 7 70%
エイディシーテクノロジー（株） 322 Ｂ 1 0 0% 11 5 45%
（株）アイオス 308 Ａ 9 0 0% 8 3 38%
（株）ユニテックス 245 Ａ 6 3 50% 8 6 75%
（株）アクティス 241 Ａ 3 0 0% 6 2 33%
富士アイティ（株） 49 Ｄ 9 1 11% 4 3 75%
（株）タイムインターメディア 18 Ｄ 8 0 0% 10 0 0%
（株）コンテンツブレイン 10 Ｄ 5 0 0% 7 0 0%
バンテック（株） 4 Ｃ 8 0 0% 11 5 45%
（株）テクノプラン 3 Ｃ 9 0 0% 8 3 38%
大成ネット（株） 3 Ｃ 11 0 0% 8 0
東京システム開発（株） 3 Ｃ 1 0 0% 10 3 30%
（株）メイズ 3 Ｃ 3 0 0% 8 4 50%
（株）インフォグラム 3 Ｃ 2 0 0% 7 1 14%
日本電算開発（株） 3 Ｃ 6 0 0% 6 1 17%
（株）プロファイア 1 Ｃ 4 0 0% 17 0 0%
（株）アルファメディア 1 Ｃ 7 1 14% 9 8 89%
ネットセンチュリー（株） 0 Ｃ 4 0 0% 7 2 29%
0%























図表 4-14 六大企業集団との取引割合と売上高との関係（電機機器） 
単位：百万円 











（株）日立産機システム 131,389 Ｂ 9 4 44% 9 4 44%
リコーマイクロエレクトロニクス（株） 40,640 Ａ 6 0 0% 4 0 0%
（株）ニューフレアテクノロジー 17,083 Ｂ 7 2 29% 9 0 0%
（株）アイテス 5,961 Ａ 7 2 29% 5 3 60%
（株）テクナート 3,192 Ｃ 10 1 10% 9 4 44%
東洋システム（株） 1,431 Ｃ 6 0 0% 10 8 80%
（株）日本コンピューティングシステム 1,191 Ｃ 8 2 25% 9 3 33%
ナルテック（株） 906 Ｃ 5 0 0% 3 0 0
サンフジ電子（株） 761 Ｄ 6 0 0% 6 1 17%
（株）キャンドックスシステムズ 689 Ａ 10 1 10% 16 9 56%
（株）テクノスジャパン 403 Ｃ 2 1 50% 5 0 0%
（株）オプトロン 159 Ｃ 8 0 0% 6 3 50%
%




(2)  企業所得順 
 
図表 4-15 六大企業集団との取引割合と企業所得との関係（電機機器） 
単位：百万円 











（株）日立産機システム 5,320 Ｂ 9 4 44% 9 4 44%
（株）ニューフレアテクノロジー 1,625 Ｂ 7 2 29% 9 0 0%
（株）アイテス 456 Ａ 7 2 29% 5 3 60%
リコーマイクロエレクトロニクス（株） 376 Ａ 6 0 0% 4 0 0
（株）キャンドックスシステムズ 123 Ａ 10 1 10% 16 9 56%
（株）日本コンピューティングシステム 98 Ｃ 8 2 25% 9 3 33%
（株）テクナート 80 Ｃ 10 1 10% 9 4 44%
サンフジ電子（株） 59 Ｄ 6 0 0% 6 1 17%
（株）テクノスジャパン 50 Ｃ 2 1 50% 5 0 0%
ナルテック（株） 46 Ｃ 5 0 0% 3 0 0
東洋システム（株） 40 Ｃ 6 0 0% 10 8 80%
（株）オプトロン 39 Ｃ 8 0 0% 6 3 50%
%
%













図表 4-16 六大企業集団との取引割合と売上高との関係（建設業） 
単位：百万円 











城南建設（株） 71,279 Ａ 15 0 0% －
キリンエンジニアリング（株） 42,910 Ａ 8 2 25% 6 6 100%
アイシン開発（株） 40,927 Ａ 9 3 33% 10 1 10%
住友林業ホームテック（株） 23,712 Ａ － －
ジェイティエンジニアリング（株） 17,498 Ａ 8 0 0% 6 0 0%
（株）ブロードネットマックス 17,232 Ｂ 4 2 50% 5 2 40%
（株）オンテックス 10,787 Ａ 10 1 10% －
（株）希望社 3,771 Ａ － －
ジオテック（株） 2,689 Ａ 8 2 25% 9 3 33%
オーシャンホームズ（株） 1,630 Ｃ 10 1 10% －
九州システム産業（株） 363 Ｃ 10 0 0% －









図表 4-17 六大企業集団との取引割合と企業所得との関係（建設業） 
単位：百万円 











城南建設（株） 5,564 Ａ 15 0 0% －
アイシン開発（株） 2,428 Ａ 9 3 33% 10 1 10%
ジェイティエンジニアリング（株） 1,174 Ａ 8 0 0% 6 0 0%
キリンエンジニアリング（株） 918 Ａ 8 2 25% 6 6 100%
（株）オンテックス 595 Ａ 10 1 10% －
（株）ブロードネットマックス 230 Ｂ 4 2 50% 5 2 40%
住友林業ホームテック（株） 201 Ａ － －
（株）希望社 156 Ａ － －
ジオテック（株） 115 Ａ 8 2 25% 9 3 33%
オーシャンホームズ（株） 17 Ｃ 10 1 10% －
九州システム産業（株） 1 Ｃ 10 0 0% －















図表 4-18 企業所得分類による六大企業集団との取引割合との関係 
単位：百万円 
企業名 業種名 分類 単独売上高 企業所得 仕入企業における六大企業集団割合
販売企業における
六大企業集団割合
京セラコミュニケーションシステム（株） システム・ソフト開発 Ａ 68240 5,581 50% 62%
キリンエンジニアリング（株） 建設業 Ａ 42910 918 25% 100%
アイシン開発（株） 建設業 Ａ 40927 2,428 33% 10%
リコーマイクロエレクトロニクス（株） 電気機器 Ａ 40640 376 0% 0%
（株）エクサ システム・ソフト開発 Ａ 36341 1,446 20% 100%
（株）ジェイス システム・ソフト開発 Ａ 19626 1,440 13% 83%
ジェイティエンジニアリング（株） 建設業 Ａ 17498 1,174 0% 0%
日鉄日立システムエンジニアリング（株 システム・ソフト開発 Ａ 10373 868 33% 67%
コムシス（株） システム・ソフト開発 Ａ 7061 837 0% 50%
ハイテクシステム（株） システム・ソフト開発 Ａ 6269 622 0% 70%
（株）アイテス 電気機器 Ａ 5961 456 29% 60%
（株）アクティス システム・ソフト開発 Ａ 4128 241 0% 33%
（株）アイオス システム・ソフト開発 Ａ 4045 308 0% 38%
エムオーテックス（株） システム・ソフト開発 Ａ 3565 2,066 0% 43%
ジオテック（株） 建設業 Ａ 2689 115 25% 33%
（株）ユニテックス システム・ソフト開発 Ａ 1500 245 50% 75%
（株）キャンドックスシステムズ 電気機器 Ａ 689 123 10% 56%
（株）日立産機システム 電気機器 Ｂ 131389 5,320 44% 44%
（株）トヨタコミュニケーションシステム システム・ソフト開発 Ｂ 47901 3,935 43% 71%
ニッセイ情報テクノロジー（株） システム・ソフト開発 Ｂ 36835 1,528 33% 50%
（株）中電シーティーアイ システム・ソフト開発 Ｂ 28951 1,276 80% 60%
（株）ブロードネットマックス 建設業 Ｂ 17232 230 50% 40%
（株）ニューフレアテクノロジー 電気機器 Ｂ 17083 1,625 29% 0%
エイディシーテクノロジー（株） システム・ソフト開発 Ｂ 567 322 0% 45%
（株）テクナート 電気機器 Ｃ 3192 80 10% 44%
東洋システム（株） 電気機器 Ｃ 1431 40 0% 80%
（株）日本コンピューティングシステム 電気機器 Ｃ 1191 98 25% 33%
ナルテック（株） 電気機器 Ｃ 906 46 0% 0%
（株）テクノプラン システム・ソフト開発 Ｃ 848 3 0% 38%
大成ネット（株） システム・ソフト開発 Ｃ 625 3 0% 0%
東京システム開発（株） システム・ソフト開発 Ｃ 479 3 0% 30%
（株）アルファメディア システム・ソフト開発 Ｃ 460 1 14% 89%
（株）メイズ システム・ソフト開発 Ｃ 435 3 0% 50%
（株）テクノスジャパン 電気機器 Ｃ 403 50 50% 0%
バンテック（株） システム・ソフト開発 Ｃ 389 4 0% 45%
（株）インフォグラム システム・ソフト開発 Ｃ 385 3 0% 14%
ネットセンチュリー（株） システム・ソフト開発 Ｃ 369 0 0% 29%
日本電算開発（株） システム・ソフト開発 Ｃ 322 3 0% 17%
（株）プロファイア システム・ソフト開発 Ｃ 198 1 0% 0%
（株）オプトロン 電気機器 Ｃ 159 39 0% 50%
富士アイティ（株） システム・ソフト開発 Ｄ 5415 49 11% 75%
（株）タイムインターメディア システム・ソフト開発 Ｄ 1284 18 0% 0%
サンフジ電子（株） 電気機器 Ｄ 761 59 0% 17%
（株）コンテンツブレイン システム・ソフト開発 Ｄ 240 10 0% 0%


















図表 4-19 企業所得分類による六大企業集団との取引割合との関係（独立系企業） 
単位：百万円 
企業名 業種名 分類 単独売上高 企業所得 仕入企業における六大企業集団割合
販売企業における
六大企業集団割合
ハイテクシステム（株） システム・ソフト開発 Ａ 6269 622 0% 70%
（株）アクティス システム・ソフト開発 Ａ 4128 241 0% 33%
（株）アイオス システム・ソフト開発 Ａ 4045 308 0% 38%
エムオーテックス（株） システム・ソフト開発 Ａ 3565 2,066 0% 43%
ジオテック（株） 建設業 Ａ 2689 115 25% 33%
（株）ユニテックス システム・ソフト開発 Ａ 1500 245 50% 75%
エイディシーテクノロジー（株） システム・ソフト開発 Ｂ 567 322 0% 45%
（株）テクナート 電気機器 Ｃ 3192 80 10% 44%
東洋システム（株） 電気機器 Ｃ 1431 40 0% 80%
（株）日本コンピューティングシステム 電気機器 Ｃ 1191 98 25% 33%
大成ネット（株） システム・ソフト開発 Ｃ 625 3 0% 0%
東京システム開発（株） システム・ソフト開発 Ｃ 479 3 0% 30%
（株）アルファメディア システム・ソフト開発 Ｃ 460 1 14% 89%
（株）メイズ システム・ソフト開発 Ｃ 435 3 0% 50%
（株）テクノスジャパン 電気機器 Ｃ 403 50 50% 0%
バンテック（株） システム・ソフト開発 Ｃ 389 4 0% 45%
（株）インフォグラム システム・ソフト開発 Ｃ 385 3 0% 14%
ネットセンチュリー（株） システム・ソフト開発 Ｃ 369 0 0% 29%
日本電算開発（株） システム・ソフト開発 Ｃ 322 3 0% 17%
（株）プロファイア システム・ソフト開発 Ｃ 198 1 0% 0%
（株）オプトロン 電気機器 Ｃ 159 39 0% 50%
（株）タイムインターメディア システム・ソフト開発 Ｄ 1284 18 0% 0%
サンフジ電子（株） 電気機器 Ｄ 761 59 0% 17%















出所：「会社四季報 未上場会社版 2007 年下期版」から筆者作成 
 
  ・ 図４－１８との比較において，独立系企業を抜粋した結果，ほとんどが企業所得１億円未満
のカテゴリーＣ及びＤの企業が残り，企業所得１億円以上のカテゴリーＡ及びＢの企業群は，
六大企業集団系列企業の資本参加を受けている企業が大部分であるという結果である。 






  ・ 企業所得分類で見た場合，企業所得１億円以上の企業は，１００％（７社中７社）販売企業
における六大企業集団系列企業との取引関係があり，仕入企業との同様の関係は３０％程度（７
社中２社）である。 









ける取引関係を持たなくても達成可能と考えられるが，タイムインターメディアの例は，   
４，３００社からの抽出企業であることを考慮すれば，かなりレアケースと考えられる。 





























































出所：「会社四季報 未上場会社版 2007 年下期版」から筆者作成 
 











































































出所：「会社四季報 未上場会社版 2007 年下期版」から筆者作成 
 ・ 次に，企業所得との関係を見た場合，全体では仕入企業との関係性が認められる。 
１４１ 

















































































出所：「会社四季報 未上場会社版 2007 年下期版」から筆者作成 




































































出所：「会社四季報 未上場会社版 2007 年下期版」から筆者作成 
















































































  ① 六大企業集団等大企業との資本関係において，仕入企業との資本関係を有するベンチャー企
業は，大企業の販売部門として分社化されたケースが多いと推測され，企業所得が１億円を超
える安定した企業となる確率が高い。 





















図表 4-28 分析対象４４社（全体）の基礎統計量 
 
単独売上高 基礎統計量 企業所得 基礎統計量
平均 13907.09091 平均 772.5568182
標準誤差 3707.407843 標準誤差 198.3599572
中央値 （メジアン） 2940.5 中央値 （メジアン） 176.5
最頻値 （モード） #N/A 最頻値 （モード） 3
標準偏差 24592.16152 標準偏差 1315.771103
分散 604774408.4 分散 1731253.596
尖度 11.66430609 尖度 6.42216987
歪度 3.038396411 歪度 2.521061259
範囲 131230 範囲 5581
最小 159 最小 0
最大 131389 最大 5581
合計 611912 合計 33992.5
標本数 44 標本数 44

















平均 0.153941198 平均 0.409631839
標準誤差 0.030594657 標準誤差 0.04453663
中央値 （メジアン） 0 中央値 （メジアン） 0.436507937
最頻値 （モード） 0 最頻値 （モード） 0
標準偏差 0.202941998 標準偏差 0.295422582
分散 0.041185455 分散 0.087274502
尖度 0.89797929 尖度 -0.839555339
歪度 1.227127813 歪度 0.127230264
範囲 0.8 範囲 1
最小 0 最小 0
最大 0.8 最大 1
合計 6.773412698 合計 18.02380092
標本数 44 標本数 44



















 ・ 最初に，仕入企業における六大企業集団との取引関係について分析を行う。 
 
図表 4-29 仕入企業における六大企業集団との取引割合と売上高の関係（全体） 
y = 1367.1e5.2249x
R2 = 0.3092























重相関 R 0.5126227 自由度 変動 分散 分散比 有意 F
重決定 R2 0.2627821 回帰 1 6.834E+09 6.834E+09 14.970943 0.0003742
補正 R2 0.2452293 残差 42 1.917E+10 456466020
標準誤差 21365.065 合計 43 2.601E+10
観測数 44
係数 標準誤差 t P-値 下限 95% 上限 95% 下限 95.0% 上限 95.0%





62118.741 16054.547 3.8692303 0.0003742 29719.342 94518.139 29719.342 94518.139
出所：「会社四季報 未上場会社版 2007 年下期版」から筆者作成 
 












図表 4-30 仕入企業における六大企業集団との取引割合と企業所得の関係（全体） 






















重相関 R 0.5114197 自由度 変動 分散 測された分散 有意 F
重決定 R2 0.2615501 回帰 1 19470812 19470812 14.875897 0.0003883
補正 R2 0.243968 残差 42 54973093 1308883.2
標準誤差 1144.0643 合計 43 74443905
観測数 44
係数 標準誤差 t P-値 下限 95% 上限 95% 下限 95.0% 上限 95.0%





3315.7812 859.69476 3.8569285 0.0003883 1580.8464 5050.716 1580.8464 5050.716
出所：「会社四季報 未上場会社版 2007 年下期版」から筆者作成 
 
 ・ 仕入企業における六大企業集団と企業所得にも売上高と同水準の相関関係が確認できる。 
 ・ 次に，販売企業における六大企業集団との取引関係について分析を行う。 
 
１４８ 
図表 4-31 販売企業における六大企業集団との取引割合と売上高の関係（全体） 
y = 1291e2.1034x
R2 = 0.1062























重相関 R 0.1937642 自由度 変動 分散 測された分散 有意 F
重決定 R2 0.0375446 回帰 1 976357960 976357960 1.6383847 0.2075722
補正 R2 0.014629 残差 42 2.503E+10 595927181
標準誤差 24411.62 合計 43 2.601E+10
観測数 44
係数 標準誤差 t P-値 下限 95% 上限 95% 下限 95.0% 上限 95.0%





16129.712 12601.397 1.279994 0.2075722 -9300.944 41560.368 -9300.944 41560.368
















図表 4-32 販売企業における六大企業集団との取引割合と企業所得の関係（全体） 






















重相関 R 0.2100991 自由度 変動 分散 測された分散 有意 F
重決定 R2 0.0441416 回帰 1 3286076.6 3286076.6 1.9395648 0.171045
補正 R2 0.0213831 残差 42 71157828 1694234
標準誤差 1301.6274 合計 43 74443905
観測数 44
係数 標準誤差 t P-値 下限 95% 上限 95% 下限 95.0% 上限 95.0%





935.75235 671.9064 1.3926826 0.171045 -420.2101 2291.7148 -420.2101 2291.7148
















図表 4-33 独立系企業（２３社）の基礎統計量 
 
単独売上高 基礎統計量 企業所得 基礎統計量
平均 1370.478261 平均 98.58695652
標準誤差 335.7305577 標準誤差 32.02053831
中央値 （メジアン） 567 中央値 （メジアン） 39
最頻値 （モード） #N/A 最頻値 （モード） 3
標準偏差 1610.107192 標準偏差 153.565107
分散 2592445.17 分散 23582.24209
尖度 2.875222268 尖度 5.271148359
歪度 1.821599193 歪度 2.198180318
範囲 6110 範囲 622
最小 159 最小 0
最大 6269 最大 622
合計 31521 合計 2267.5
標本数 23 標本数 23

















平均 0.075776398 平均 0.344753435
標準誤差 0.032160072 標準誤差 0.055902031
中央値 （メジアン） 0 中央値 （メジアン） 0.333333333
最頻値 （モード） 0 最頻値 （モード） 0
標準偏差 0.154234286 標準偏差 0.268096722
分散 0.023788215 分散 0.071875853
尖度 3.637113124 尖度 -0.573268332
歪度 2.11928132 歪度 0.396021176
範囲 0.5 範囲 0.888888889
最小 0 最小 0
最大 0.5 最大 0.888888889
合計 1.742857143 合計 7.929329004
標本数 23 標本数 23


























 ・ 最初に，仕入企業における六大企業集団との取引関係について分析を行う。 
 
図表 4-34 仕入企業における六大企業集団との取引割合と売上高の関係（独立系企業） 
y = 736.88e0.8797x
R2 = 0.0168























重相関 R 0.0150336 自由度 変動 分散 測された分散 有意 F
重決定 R2 0.000226 回帰 1 12890.108 12890.108 0.0047472 0.9457209
補正 R2 -0.047382 残差 21 57020904 2715281.1
標準誤差 1647.811 合計 22 57033794
観測数 23
係数 標準誤差 t P-値 下限 95% 上限 95% 下限 95.0% 上限 95.0%





-156.9409 2277.7976 -0.0689 0.9457209 -4893.881 4579.9994 -4893.881 4579.9994































          
 
 























重相関 R 0.0710047 自由度 変動 分散 測された分散 有意 F
重決定 R2 0.0050417 回帰 1 2615.667 2615.667 0.1064116 0.7474956
補正 R2 -0.042337 残差 21 516193.66 24580.65
標準誤差 156.78218 合計 22 518809.33
観測数 23
係数 標準誤差 t P-値 下限 95% 上限 95% 下限 95.0% 上限 95.0%





70.696671 216.72271 0.326208 0.7474956 -380.003 521.39629 -380.003 521.39629

















































































決定 R2 0.1012004 回帰 1 5771841.8 5771841.8 2.3644959 0.139056
正 R2 0.0584004 残差 21 51261952 2441045.3
準誤差 1562.3845 合計 22 57033794
23
係数 標準誤差 t P-値 下限 95% 上限 95% 下限 95.0% 上限 95.0%




























図表 4-35 販売企業における六大企業集団との取引割合と企業所得の関係（独立系企業） 




































重相関 R 0.3898426 自由度 変動 分散 測された分散 有意 F
重決定 R2 0.1519773 回帰 1 78847.224 78847.224 3.7634871 0.0659314
補正 R2 0.1115952 残差 21 439962.1 20950.576
標準誤差 144.74314 合計 22 518809.33
観測数 23
係数 標準誤差 t P-値 下限 95% 上限 95% 下限 95.0% 上限 95.0%





223.30084 115.10525 1.9399709 0.0659314 -16.07368 462.67536 -16.07368 462.67536










   





  ② 六大企業集団等大企業との資本関係を考慮し，資本関係を持たない独立系ベンチャー企業の
みを抜粋した分析では，上記の結果とは逆に，仕入企業との取引関係と売上高，企業所得は相
関関係が認められず，販売企業との取引関係において，弱い相関関係が認められる。 





























  【産業間優位性によるベンチャー企業の参入容易度】 
 
   小売業 ＞ システム・ソフト開発 ＞ 建設業 ＞ 電機機器 
 
【産業内企業間ネットワーク優位性によるベンチャー企業の参入容易度】 
   













図表 4-36 対象業種のネットワーク優位性からみた新規参入の容易度【再掲】 
 
業 種 産業間優位性 産業内企業間優位性 新規参入の容易度 
①システム・ソフト開発 独自 低い 容易 
②電気機器 高い 高い 困難 
③小売業 低い 低い ケースバイケース 













○ ○ 完全子会社 なし 
○ × 親会社の販売部門 
少ない 
（マーケティング） 
× ○ 親会社の調達部門 
少ない 
（仕入れ） 
× × フリー あり 
出所：筆者作成 
 
  これらの業種ごとの抽出企業の分類は，図表４－３８のとおりである。 
 









































































  ・ 小売業は，販売先が不特定の一般顧客であるため，売上高及び企業所得と資本関係に明確
な関係がみられない。 











































  ① 企業所得分類で見た場合，企業所得１億円以上の企業は，１００％（７社中７社）販売企業
における六大企業集団系列企業との取引関係があり，仕入企業との同様の関係は３０％程度 
（７社中２社）である。 
  ② 企業所得１億円未満の企業の場合でも，六大企業集団系列企業との取引関係は，販売企業に
おいて，７０％（１７社中１２社）であり，仕入企業が２５％（１７社中５社）程度であるこ
とと比べれば，圧倒的に販売先企業との関係性が高いという結果である。 
  ③ 独立系企業で，六大企業集団系列企業との販売関係を持たない企業（５社）は，売上高が，
１０億円未満の企業がほとんどであり，売上高１０億円レベルのビジネスまでは，六大企業集
団系列企業との販売における取引関係を持たなくても達成可能である。 



























































































































































































 ③ 会社沿革 
  会社沿革は，主な内容を記載すれば， 
 




2000 年(第 5 期) 酵素製剤を希釈し，自動で散布できるプロトタイプの機器開発に着手 

















 2001 年(第 6 期) 大手ファミリーレストランでの導入（１２８店舗） 






























































































 ④ 事業展開 
  株式会社 日本環境開発の売上高推移は図表５－３のとおりである。 
 



























































































































































   今回の３社契約は，この機器製造の契約に松下電器産業が第３者として関わることで，ベンチ
ャー企業側が不利になると想定される契約条件を対等にすることに成功している。 































   前述のとおり，製品（機器）の製造元は松下電器産業となっているが，実質的にはＯＥＭによ
る岩谷産業の機器製造販売であり，岩谷産業系列の代理店が直接機器のメンテナンスを行うこと
で，効率の良い保守体制が確保できる。 







   そうした意味において，このビジネスモデルは良くできており，ベンチャー企業が大企業に食
われることなく友好的なパートナーシップを構築した事例として評価できる。 
１７３ 














































































              出所：インスマートホームページ http://www.in-smart.co.jp/rinen.html
１７５ 
② 事業内容 
  ・３つの事業ドメイン 
■ ＤＭ事業部（Direct Management Div） 
  ＤＭ事業部は，各出店に必要とされる特性分析と戦略を元に，独創性・独自性のあるオン
リーワン店舗展開を「多業種多店舗化」の名の下に展開している。 
     ２００７年１２月現在で，１７店舗の経営。 
■ ＮＣ事業部（National Chain Div） 
    ＮＣ事業部は，単業態のナショナルチェーン展開を目的として独立した事業部で，本部を
含む機能として効率的なフォーマットオペレーション化を初めとした内外を含むシステムの
構築を行う。 
     ２００７年１２月現在で２２店舗と１工場・東京デポを設置。 
■ コンサルティング事業部（Consulting Div） 
    コンサルティング事業部では，物件開発，店舗設計，ロゴデザイン，コンセプトメーキン
グから教育・オペレーションを含むインプリメンテーションまで飲食店経営や立ち上げに必
要なパートナーサービスを行う。 
     ２００７年１２月現在で，５業態１３店舗のマネジメントをサポートしている。 
 

















 2002 年 5 月  インスマート株式会社設立  
 2002 年 8 月  第１号店「月あかり」(創作居酒屋) 広島市中区大手町に OPEN  
 2003 年 5 月  第２号店「利久」 広島市中区流川町に OPEN  
 2003 年 12 月 第３号店「玉の井」 広島市中区三川町に OPEN  
 2004 年 3 月  M&A による、“カフェスパイス“等 3 店舗を経営統合  
 2004 年 4 月  チェーン展開による「STICK SWEETS FACTORY パルティフジ坂」 
        安芸郡坂町（パルティ・フジ坂内）に OPEN  
 2004 年 6 月  資本金 2000 万円に増資  
 2004 年 8 月  中小企業経営革新法 認定取得  
 2004 年 9 月  「セントラルキッチン」 広島市西区南観音に OPEN  
 2004 年 10 月 「漣坊」及び「山椿」 広島市中区薬研堀に OPEN  
 2005 年 3 月  資本金 3,500 万円に増資 新株予約券付社債発行  
        その間，直営飲食店及び「STICK SWEETS FACTORY」を拡大展開 
 2006 年 3 月 「STICK SWEETS FACTORY アリオ亀有アリオモール店」(東京進出) 
         東京都葛飾区に OPEN 
         「東京デポ」  東京都葛飾区に OPEN  
  2006 年 9 月  「くろ兵衛」、「STICK SWEETS FACTORY ラゾーナ川崎店」 
         神奈川県川崎市に OPEN  
          その間，直営飲食店及び「STICK SWEETS FACTORY」を関東圏に展開 
  2007 年 3 月  資本金 5,000 万円に増資 従業員向け新株予約権の発行 
  2007 年 8 月 「ＳＳＦ広島工場」竣工，広島市西区観音より移転操業開始 
  2007 年 10 月  ダスキン・三井物産との資本・業務提携 
















































































































































































































































































図表 5-9 株式会社フィールテクノロジーの企業概要 
 
名 称 （株）フィールテクノロジー 
住 所 〒694-0051  島根県大田市久手町波根西７５０－７ 
代表者 三谷 明彦 



















2002 年 2 月 有限会社フィールテクノロジー設立 資本金 600 万円 
 2002 年 7 月 松江市へ研究開発室設置 
 2002 年 10 月 広島空港ロビーへ「氷感ブランドアンテナショップ」開設 
 2002 年 11 月 株式会社へ組織変更 
 2003 年 4 月 東京大学大学院・九州大学大学院との共同プロジェクト開始 
 2004 年 2 月 宮崎大学にて、実験開始 
        名古屋大学名誉教授 加藤 仁 工学博士プロジェクト参加  
 2004 年 3 月 大阪市立大学工学部工学博士プロジェクト参加 
        広島ベンチャービレッジ インキュベーションオフィスへ入居  
 2004 年 5 月 本社社屋確保・仮設事務所建設 
 2004 年 9 月 広島支社設立 
 2005 年 2 月 ハワイオフィス開設  
 2005 年 11 月 第一回第三者割当発行株数 348 株、発行額 52,200,000 円調達完了 
        増資 資本金 4,610 万円 増資金により、本社社屋建設（島根県大田市久手町波
根西 750 番地 7） 会社組織体制，医療プロジェクト，食品プロジェクト，物流プロ
ジェクト，財務体質の強化を図る。  
 2006 年 10 月 水産・食品機器メーカーのニッコー（北海道釧路市）と業務提携 
  2006 年 12 月 動物検体の長期保存目的の医療用保冷装置「フィールテック 21」を開発，特許出願 
  2007 年  3 月 増資 資本金 5,910 万円 
 2007 年  9 月 建設土木の中筋組（出雲市姫原町）と電気設備の島根電工（松江市東本町 5 丁目）
の地場大手二社と、製品の施工で業務提携 








































































   今後も，コンテナやエアカーゴなど，様々な輸送段階や貯蔵段階で活用できる装置の開発を行
い，「陸・海・空」を視野に入れた総合的な「物流事業開発」を模索している。 
 




   そうしたことから，三谷氏は，特許の取得を強みとして，まずは様々なシーンで活躍する冷蔵
ケースやショーケース，保冷施設などの既存施設の代替となるべく冷蔵装置の開発と販売を主と
して取組みを進めている。 












































































































































  ■ 企業としての対外的信用力を重視し，地元の若手を中心とした積極的な雇用による人員確保
に努めた。 
 

































 (2) 契約関係 
 
  ■ 創業期の特許取得に向けた，特許管理士とのパートナーシップの確立と知財戦略。 
 
   電場による過冷却の技術は，古くからその理論は知られており，三谷氏自身も最初からその技
術を熟知して現在の経営を築いたわけではない。 
   むしろ，その技術は実用化が難しいとされ，大手家電メーカーも実用化への多大な投資とリス
クから，誰も手をつけず，放置されていた技術であった。 











   




   この，「氷感技術」というブランド（商標）名及び会社のロゴマークは，三谷社長の発案による
ものであり，わかりやすいネーミングという意味でも経営センスを感じられる。 
   似たようなネーミングでは「氷温技術」があり，「氷温貯蔵」，「氷温輸送」など，先に大手企業
が手を出した技術はすでに世の中で認知されている。 






















  ■ 大手企業との業務実施許諾契約の失敗。 
 
   特許権取得では，他社に先んじる形で先行取得を果たしたが，途中の貯蔵装置開発に至る過程
で大手企業がベンチャー企業の投資を利用し，ベンチャー企業に不利な契約を強いるという見本
のような事例に遭遇した（現在は，契約を解消し解決している）。 
   大学との共同研究は，膨大な資金（億単位）を必要としたため，いわゆる基礎研究で得られた
成果を回収するため，実際のビジネスになる貯蔵装置の開発に乗り出すことになるが，この契約
締結が失敗であった。 
   大学との基礎研究は，思わぬ副産物として，移植臓器の貯蔵技術としての医療面での活用がま
ず注目された。食物を氷感貯蔵すれば，アミノ酸が増加することと同様に，不思議なことに臓器
も摘出後，氷感貯蔵によって活性化し，劣化しない貯蔵が可能となる研究成果が導き出された。 


















































  ■ 大企業との取引関係性構築は，あせらず，タイミングを重視して，身の丈にあったレベルか
ら順を追ってステップアップすることが重要である。 
 
   東京での大企業への営業活動を控え，地道に地元企業とのアライアンスを中心に，信頼関係を
構築することに切り替えた後，事態は好転した。 









   契約のトラブルも解消し，一段落したことや，研究開発の段階で取り組んできたことが少しず
つ認知を獲得してきたことからも，貯蔵装置のバリュエーションを増やす形での共同開発や，開
発した装置の販売など，売上も順調に増加基調に転じた。 




   こうした紆余曲折から，何とかインキュベーション期の混乱と会社倒産の危機を辛抱強く乗り
越えたフィールテクノロジーの事例は，ベンチャー企業が大企業との関係性を構築していく上で
示唆に富んだ内容を多く含んでいる。 
    






















  の４つの機能について担当者の有無や，それぞれが機能しているかの評価を行う。 
   
次に，本研究における着眼点として，大企業との関係性構築に重要と考えられる，ベンチャー企
業の社会的信用力に関わる総務的機能として， 
 ① 監査対応：いわゆる監査法人の対応は，企業の経理が適正であるという社会的な証明になる 
 ② 税務対応：税理士等を通じ，内部留保の確保や利益を確保していることの社会的な証明 
③ 契約対応：大企業との契約締結において，対等な契約関係とするためには，パートナーが必要 
  の３つの対応について，それぞれの対応状況の評価を行う。 




 ② 売上高：売上高の推移による企業の成長性 
③ 利益：利益を確保できない企業は，大企業に限らず社会的信用や取引関係構築が困難 





   
以下，図表５－１３において，事例企業の組織体制の評価結果を示す。 
１９３ 
図表 5-13 事例における組織体制の評価 
 






















































































図表 5-14 事例における契約関係の評価 
 

































































































   
ネットワーキング戦略において，ネットワーキングのタイプは安田の分類（「ネットワーク分析－

















   
図表 5-15 対象業種のネットワーク優位性からみた新規参入の容易度【再掲】 
 
業 種 産業間優位性 産業内企業間優位性 新規参入の容易度 
①システム・ソフト開発 独自 低い 容易 
②電気機器 高い 高い 困難 
③小売業 低い 低い ケースバイケース 














   
以下，図表５－１６において，事例におけるネットワーキングの評価を示す。 
 
図表 5-16 事例におけるネットワーキングの評価 
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新規参入の容易度 




































































































  ベンチャー企業の成長を阻害する内部要因として，次の課題が挙げられる。 
 
① 企業間ネットワークがない 
 ② 組織体制が不十分 


























  (1) 企業所得分類で見た場合，企業所得１億円以上の企業は，１００％販売企業における六大企
業集団系列企業との取引関係がある（仕入企業との同様の関係は３０％程度）。 




  (3) 独立系企業で，六大企業集団系列企業との販売関係を持たない企業は，売上高が，１０億円
未満の企業がほとんどであり，売上高１０億円レベルのビジネスまでは，六大企業集団系列企
業との販売における取引関係を持たなくても達成可能である。 


































































































































































































































































































































































    
【六大企業集団の影響度とベンチャー企業の参入容易度】】 








図表 6-2 対象業種のネットワーク優位性からみた新規参入の容易度【再掲】 
 
業 種 産業間優位性 産業内企業間優位性 新規参入の容易度 
①システム・ソフト開発 独自 低い 容易 
②電気機器 高い 高い 困難 
③小売業 低い 低い ケースバイケース 



















  (1) 六大企業集団等大企業との資本関係において，仕入企業との資本関係を有するベンチャー企
業は，大企業の販売部門として分社化されたケースが多いと推測され，企業所得が１億円を超
える安定した企業となる確率が高い。 











    
【理由】 
    六大企業集団等大企業との資本関係を考慮し，資本関係を持たない独立系ベンチャー企業の
みを抜粋した分析では，上記の結果とは逆に，仕入企業との取引関係と売上高，企業所得は相
関関係が認められず，販売企業との取引関係において，弱い相関関係が認められる。 





   
 【理由】 















  ・ ベンチャー企業の成長を阻害する内部要因として，次の課題が挙げられる。 
(1) 企業間ネットワークがない 
   (2) 組織体制が不十分 
   (3) 販路開拓が困難 
 

































  ・ 事例分析を踏まえ，ベンチャー企業が大企業と関係性を構築する上での手法は，次のことが
挙げられる。 
(1) 対等な取引関係構築のためには，第３者をバッファーとした３者間契約が最も良い 
   (2) いきなり大企業との関係性構築を目指すより，まずはローカルでの実績積み上げが重要 




   (1)の大企業との対等な取引関係構築は，そもそもいきなりベンチャー企業と大企業が対等な関
係で取引できるということは，起こり得ないという前提から考えれば，ベンチャー企業対大企業
の１対１の契約は，当然大企業にとって有利な契約になることが必然である。 


















































   (2) 系列の結束力 
   (6) 物流（特にトラック輸送）の強い特殊な流通機構 
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出所：「経済物理学の発見」 光文社新書 2004 年 高安秀樹 著 P177 より引用 
 















出所：「経済物理学の発見」 光文社新書 2004 年 高安秀樹 著 P178 より引用 
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確保対策に４年，その後，民間企業に出向し，コンサルティング業務を２年，東京の出先機関において，
地元発ベンチャー企業の東京展開支援及び国際ビジネスマッチング，企業誘致等の業務に３年，地元に
戻ってからも，観光振興担当として観光事業者の支援業務や食のブランディングなどの振興業務に２年
と，一貫して現場対策を行う部署で，様々なタイプのベンチャー企業に出会い，多くのアライアンス，
大企業のドアノック，ビジネスチームづくりの支援などを行ってきた。 
本研究論文の中でも，そうした経験を経て遭遇したベンチャービジネスの事例を一部紹介しているが，
マーケティングに苦慮した事例，残念ながら現在は存在しないベンチャー企業の事例，成功ベンチャー
として順調に事業拡大を果たした事例など，１００を超えるいろんなベンチャー企業の経営改善や，相
談業務，マーケティングの支援活動を実践してきた。 
その中で感じたことは，起業家の勇気であり，裸一貫で自らビジネスを立ち上げ，様々な問題解決に
よりハードルを超えていこうとする姿である。私自身に置き換えてみると，怖くてとても自らビジネス
を立ち上げるという発想に至らないであろうし，現に自らが起業するよりも，自分の立場を生かした支
援業務を通じ，その成果を喜びとするような，「人が儲かれば楽しい」ということが性に合っていると
考えていた。 
そんな私が，起業を意識するようになったのは，本学に入学し，自らがビジネスを実践する学友の姿
であり，高知工科大学起業家コースの掲げる起業工学という概念がすんなりと私の中に入ってきたこと
による。私は，縁あって，高知工科大学に入学し，学卒から修士課程を経て，無事博士課程後期を終え
ることができたが，この大学に入学したきっかけは，東京の出先機関で勤務していた時に，（株）起業
創研の故・渡部宏邦氏との出会いがあったことによる。渡部氏は，松下技研の常務を最後に，渋谷のハ
ッチェリービルで，松下電器グループという大企業で経験したノウハウや人脈を活かすため，起業家を
支援するための会社を設立し，当時の私の所属する広島県のベンチャービジネスの支援業務を受託され，
私もその仕事を手伝う機会に恵まれた。その渡部氏の生き様に感動し，氏の進めるままに気が付いたら
入学していたというのが実際の話である。残念ながら，志半ばで渡部氏は帰らぬ人となったが，そのマ
インドは私の中で生き続けている。本研究のテーマは，そうした私の実体験から生まれたものであり，
マーケティングに苦慮し，大企業に有利と言われるビジネス環境の中で，何とか一矢報いるためにベン
チャー企業へのエールを送りたいという気持ちから本研究を行ってきた。 
本研究論文が完成するまでに，様々なユニークな教授陣に恵まれ，刺激と多くの学び，叱咤激励を受
け続けてきた。修士課程では，すでに退官された加納剛太教授，博士課程に入ってからは平野真教授に
主担当をお願いし，わがままな私を根気強く導いて頂いた。その他にも，起業家コースの教授の方には，
多面的な視点で物事を考える必要性と，妥当性に基づく説得力の重要性を痛感させて頂いた。改めて，
ここで感謝の意を表したいと思う。最後に，本学への入学のチャンスを頂いた関係者の皆様に感謝し，
厚くお礼を申し上げます。 
平成２０年３月２０日 
高知工科大学大学院起業家コース 
高橋 龍二 
